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序     文 
 

ガーナ共和国は、教育を国家開発における枢要と位置づけ、1992年の憲法改正で基礎教育の無

償化を定め、特に基礎教育の量的な拡充を優先的に取り組み、初等教育における総就学率は

2006/2007年には9割強に達しましたが、教育の質の改善、特に公立学校の教員の質の低さ（基礎学

力及び指導力不足）は深刻な課題となっています。 

このような状況のなか、わが国はガーナ共和国政府の要請を受け、2000年3月から2005年8月ま

で技術協力プロジェクト｢ガーナ小中学校理数科教育改善計画（STMプロジェクト）｣、また、2005

年12月から2008年11月まで｢現職教員研修政策実施支援計画（INSETプロジェクト・フェーズⅠ）｣

を実施し、パイロット10郡（STMプロジェクトではパイロット3郡）を対象として、理数科のINSET

モデル〔校内研修（School-based INSET：SBI）/クラスター研修（Cluster-based INSET：CBI）〕の

開発、INSET実施ガイドラインや教授法改善マニュアルの作成、実施体制･能力の強化、啓発･制度

化支援等を行いました。 

これらのわが国の協力実績を受け、ガーナ共和国政府は同INSETモデルを全国展開するための詳

細計画及び予算計画を策定し、JICAはこのINSET全国展開プログラムの円滑な促進を支援するため

に、体系的かつ質の高いINSET運営管理体制の強化を目標とした「現職教員研修運営管理能力強化

プロジェクト」を、2009年6月から2013年3月までの予定で実施しています。 

今般、プロジェクト終了を2013年3月に控え、2012年10月30日（火）から2012年11月24（土）の

日程で終了時評価調査を行い、関係者からの聴取・協議等を通じプロジェクトの進捗状況を確認

するとともに、評価5項目により評価を行い、提言・教訓を抽出しました。 

本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、更には類

似プロジェクトの実施に際し活用されることを願うものです。本調査にご協力を頂いた内外関係

者の方々に深く感謝を申し上げるとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成24年12月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ガーナ事務所長 稲村 次郎 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ガーナ共和国 案件名：現職教員研修運営管理能力強化プロジェクト 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAガーナ事務所 協力金額（評価時点）：3億6,800万円 

協力期間： 

2009年6月15日～ 

2013年3月14日 

（3年9カ月） 

先方関係機関：教育省ガーナ教育サービス（Ghana Education 

Service：GES）、教師教育局（Teacher Education Division：TED）、

国家INSETユニット（National INSET Unit：NIU） 

日本側協力機関：株式会社パデコ 

他の関連協力： 

 技術協力プロジェクト：ガーナ小中学校理数科教育改善計画（2000年～2005年）、 

現職教員研修政策実施支援計画（2005年～2008年） 

１－１ 協力の背景と概要 

ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）は、教育の充実を国家開発における重要課題と位置

づけ、1992年の憲法改正以降、基礎教育の義務・無償化などを通じ、基礎教育を受ける機会に

ついて量的な拡充に取り組んできた。その結果、初等教育における総就学率は、2004年の78％

から2008年には95％に達したが、教育の質の改善については多くの課題が残されている。特に、

公立学校の教員の基礎学力及び指導力不足は深刻であり、児童が学習内容をより良く理解する

うえで妨げとなっている。教員の質の低さの主な要因として、教員の能力強化を体系的に支援

する現職教員研修（In-Service Education and Training：INSET）制度の未構築が挙げられている。

このような状況のなか、わが国はガーナ政府の要請を受け、技術協力プロジェクト「ガーナ

小中学校理数科教育改善計画〔Project of Improvement of Educational Achievement in Science, 

Technology and Mathematics in Basic Education：STMプロジェクト）」（2000年～2005年）及び「現

職教員研修政策実施支援計画（INSETプロジェクト・フェーズⅠ）」（2005年～2008年）を実施し、

全国138郡のうちパイロット10郡を対象として、INSETモデル〔校内研修（School-Based INSET：

SBI）/クラスター研修（Cluster-Based INSET：CBI）〕の開発、INSET実施ガイドラインや教授法

改善マニュアルの作成、実施体制･能力の強化等を行った。 

かかる背景の下、ガーナ政府はわが国に対して、INSETモデルを全国展開するためのプログラ

ムの円滑な実施を支援することを目的とした技術協力の要請をした。わが国はこれを受けて、

INSETの戦略策定・実施を担うガーナ教育サービス（GES）教師教育局（TED）国家INSETユニ

ット（NIU）をカウンターパート（Counterparts：C/P）として、「現職教員研修運営管理能力強

化プロジェクト（INSETプロジェクト・フェーズⅡ）」を、2009年6月から2013年3月までの3年9

カ月の予定で実施している。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、STMプロジェクト及びINSETプロジェクト・フェーズⅠで確立された公立

小学校理数科を対象としたINSETモデル（SBI/CBI）のガーナ政府による全国展開に向け、その

運営を強化するとともに、INSETの質の向上を図るものである。 

 

（1）スーパーゴール ：児童の成績が向上する。 

（2）上位目標 ：理数科分野における公立小学校教員の指導力が向上する。 

（3）プロジェクト目標 ：理数科分野において、体系的かつ質の高い現職教員研修（INSET）

を全国展開するための運営管理体制が確立・強化される。 
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（4）成 果 

1．国家INSETユニット（NIU）のINSETに関する運営管理能力が強化される。 

2．リージョナル・マスター・トレーナー（Regional Master Trainer：RMT）及びディスト

リクト・マスター・トレーナー（District Master Trainer：DMT）のINSETに関する指導

力が向上する。 

3．郡INSET委員会（District INSET Committee：DIC）のINSETに関する運営管理能力、並

びに郡教員支援チーム（District Teacher Supporting Team：DTST）のINSETに関する指

導力が強化される。 

4．INSETの体系化及び質の向上に向けたモニタリング・評価体制が確立・強化される。

5．INSET支援体制が強化される。 

 

（5）投入（評価時点）  総投入額 3億6,800万円 

日本側： 専門家派遣 9名* 機材供与2,110万円 

現地コンサルタント雇用 8名* ローカルコスト5,590万円 

研修員受入＜本邦＞51名 ＜第三国＞ケニア：27名 ウガンダ：8名 

ガーナ側：カウンターパート配置 12名* 施設提供：プロジェクト事務所 

ローカルコスト負担  36万6,000ガーナセディ1 

*延べ数 

２．評価調査団の概要 

調査者 総  括 木藤 耕一 JICAガーナ事務所 次長 

評価企画 西畑 絵美 JICAガーナ事務所 所員 

教育政策 Mama Laryea JICAガーナ事務所 教育アドバイザー 

INSET運営管理 高橋 勉 （株）国際開発アソシエイツ コンサルタント 

評価分析1 鹿糠 説子 （有）アイエムジー コンサルタント 

評価分析2 木村 綾子 JICAガーナ事務所 在外評価専門員 

調査期間：2012年10月30日～2012年11月24日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認（成果及びプロジェクト目標の達成状況） 

（1）成果の達成度 

1）成果1（NIUのINSET運営管理能力の強化）：おおむね達成 

NIUメンバーが実施したINSET関連活動の実績、NIUメンバーのINSET運営管理能力に

関する専門家の評価、NIUメンバーの自己評価、NIUが実施した研修の参加者からのフィ

ードバックなどを総合的に考慮すると、成果1は「おおむね達成」されていると判断され

る。NIUメンバーのINSET活動の計画・実施能力は、本プロジェクトの活動を通じた実地

研修（On-the-Job Training：OJT）や本邦・第三国研修への参加を通じて強化された。他

方、モニタリングデータの分析能力にはまだ改善の余地がある。成果1には、「すべての

郡がINSET関連の項目を含む郡予算を作成する」が指標として設定されているが、INSET

関連項目を含んだ2012年度予算を作成した郡数（85郡）と、同年度にINSET全国展開プロ

グラムに支出をした郡数（140郡）を比較すると、予算の申請・承認と実際の支出は必ず

しも関連していないことが確認された。終了時評価時点では指標は達成されていないも

のの、中間レビューの提言を受けて、郡教育事務所長に対する啓発活動が実施され、そ

の効果は校長や指導主事（CS）、教務主任（CL）を対象としたINSET運営管理研修の実施

                                                        
1 JICA 精算レート（2012年11月）1ガーナセディ＝42.9円 

 



 

iii 

件数の増加等から確認されていることから、INSET関連項目を含めた予算を作成する郡数

は今後増加する見通しである。 

 

2）成果2（RMT2及びDMTのINSET指導力の向上）：おおむね達成 

指標の達成度や郡・学校レベル関係者からのDMTの活動に関するフィードバック、SBI

におけるDMTからの指導内容などを総合的に考慮すると、成果2は「おおむね達成」され

ていると判断される。本プロジェクトでは、DMTの指導能力を高めるためにDMT研修を

実施しており、これまでに合計で160郡がDMT研修に全参加または部分的に参加してい

る。DMTによる郡レベルの研修モニタリングについては、2012年8月までに、校長/指導

主事（Circuit Supervisor：CS）対象のINSET運営管理オリエンテーション /研修が98郡

（57.6％）で行われ、教務主任（Curriculum Leader：CL）対象INSET指導オリエンテーシ

ョン/研修は100郡（58.8％）で行われた。このモニタリング実績とDMT配置進捗状況から、

DMTが配置されたあとに実施された研修のほとんどは、DMTによるモニタリングの下実

施されたことが確認された。 

 

3）成果3（DICのINSET運営管理能力及びDTSTのINSET指導力の強化）：達成 

指標の達成度や学校レベル関係者からの郡レベル関係者（DIC、DTST、CS等）の活動

に関するフィードバック、SBIにおける郡レベル関係者からの指導内容などを総合的に考

慮すると、成果3は「達成」されていると判断される。本プロジェクトでは、成果3で計

画されていたすべての研修が計画どおり実施された。DICを対象としたINSET運営管理オ

リエンテーション/研修は、2011年の時点で170郡（100％）で実施されており、2012年に

は全郡を対象としたDIC再研修が実施された。DTSTメンバーを対象にした研修の実施郡

数は、2012年8月時点で、169郡（99.4％）となっている。校長/CSを対象にした研修の実

施郡数は2012年8月時点で164郡（96.5％）となっており、目標値（60％）を大きく上回っ

た。 

 

4）成果4（モニタリング・評価体制の確立・強化）：達成 

指標の達成度や、中間レビューの提言に応じた教育省の教育管理情報システム

（Education Management Information System：EMIS）をはじめとする既存の情報源を活用

したモニタリングシステムの構築に向けたNIUの取り組みなどを総合的に考慮すると、成

果4は「達成」されていると判断される。CLを対象としたソースブック3研修を実施した

郡から提出される年次INSET進捗報告書（Annual INSET Progress Report：AIPR）の提出率

は、2011年は109郡中109郡（100％）、2012年は154郡中153郡（99.4％）であり、目標値（80％）

を大きく上回った。 

 

5）成果5（INSET支援体制の強化）：おおむね達成 

指標の達成度をかんがみると、成果5は「おおむね達成」されていると判断される。INSET

について広く啓発する目的で2010年に2万部の小冊子、2011年に1万5,000部の初版ニュー

スレターが全国の州教育事務所、郡教育事務所、小学校に配布された。また、2012年に

第2版のニュースレターが作成され、今後、全国の郡・学校レベル関係者に配布される予

                                                        
2 地方分権化が進み、各郡でDMTを2名ずつ任命するようになった。RMTやDMTのINSET活動経費は各郡が負担することにな

っているが、郡の財政を考慮すると、各郡に配置されており学校現場に近いDMTの能力強化に重点を置くことが、質の高い

INSETの運営管理体制構築に資するとNIUが判断し、プロジェクト活動もDMTの能力強化に集中したため、本終了時評価で

はDMTのみを成果2の評価対象とした。 
3 ソースブックはINSETプロジェクト・フェーズⅠで開発された研修教材である。モジュール1～2（郡関係者用、合冊版）、モ

ジュール3～6（学校関係者用）の5冊で構成される。 
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定である。政策面では、教育セクターの主要な政策文書である「教育戦略計画（Education 

Strategic Plan：ESP）2010年～2020年」にINSETに関する記述が、「初中等教員の資質向上・

管理（Pre-Tertiary Teacher Professional Development and Management：PTPDM）政策（案）」

の一部として組み込まれるとともに、同政策（案）も本プロジェクトモデル（SBI/CBIモ

デル）を含む形で策定された。加えて、INSETに関する記述は「校長ハンドブック」にも

組み込まれ、また教育のためのグローバル・パートナーシップ基金4により実施される3

年間プロジェクト〔教育のためのガーナ・パートナーシップ基金（Ghana Partnership for 

Education Grant：GPEG）〕が対象とする貧困57郡においてINSET関連の活動予算が確保さ

れた。 

 

（2）プロジェクト目標の達成度：達成見込みは高い 

指標の達成度をかんがみると、プロジェクト目標（理数科分野における体系的かつ質の

高いINSETを全国展開するための運営管理体制の確立・強化）がプロジェクト終了時までに

達成される見込みは高いと判断される。SBI/CBIの質を左右する各学校のCLの能力を強化す

るためのソースブック研修を実施した郡の数は、2012年9月には90.6％に達しており、目標

値の60％を大きく上回った。終了時評価時点では、CLがソースブック研修に参加した学校

のうち、目標とされた回数以上のSBI/CBIを実施した学校は57.7％であり、目標の80％には

達していない。しかしながら、SBI/CBIを実施する学校数の割合は校長/CS/CL向けの研修を

実施した郡数の割合に比例して伸びることが確認されており、それに基づいて推計すると、

2013年9月には約90％に達することが見込まれる。また、SBI/CBIの質については、サンプ

リング調査で全国から選定された学校においてSBI/CBIに関する教員の満足度（1-4段階レー

ティング）が、2012年8月時点で平均2.9点となっており、目標値の2.8点を上回っている。

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

本プロジェクトの妥当性は「高い」と評価される。ガーナ政府の開発政策、日本政府の

援助政策との整合性が高く、本プロジェクトのアプローチも教員の指導力を向上するため

に適切である。 

ガーナでは、就学率の急激な上昇に応じ、教員数も大幅に増えたが、十分な訓練を受け

ていない教員の割合が増加し、教育の質の改善が急務となった。この状況を受けて、ガー

ナ政府は、「中期国家開発計画2010-2013年」において、INSETの制度化が初等教育レベルの

教員の指導力と学習の成果を向上するために必要な政策だと謳っており、「ESP2010年～

2020年」ではINSET全国展開プログラムの制度化を規定する「初中等教員の資質向上・管理

政策（案）」が教育セクターの政策として明記されている。わが国の対ガーナ共和国国別援

助方針（2012年）には、「保健・理数科教育」が重点分野のひとつとして位置づけられてお

り、本プロジェクトは「日本の教育協力政策2011-2015年」及び「横浜行動計画（2008年）」

の内容とも合致している。加えて、低コストで実施できるSBI/CBIは、予算確保が困難なガ

ーナの教育セクターの状況に合った適切なアプローチであり、SBI/CBIが促進する「児童中

心の教授法」は教育の質を向上させる戦略として適切である。 

 

（2）有効性：比較的高い 

本プロジェクトの有効性は「比較的高い」と評価される。プロジェクト目標（体系的か

つ質の高いINSETを全国展開するための運営管理体制の確立）の達成見込みは高く、成果と

                                                        
4 旧「万人のための教育」（Education for All：EFA）ファースト・トラック・イニシアティブ（EFA-FTI） 
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プロジェクト目標の因果関係も明確であるものの、INSETの質を更に高めていくには、SBI

の研修材料、トピック、授業案等の提供や経験共有、リフレッシャー研修などを通して、

NIUや郡関係者の教科知識等を継続的に改善していく必要性がある。 

指標として設定されているCL研修の実施率及び教員のINSETに対する満足度は、終了時

評価時点で目標値を上回っている。また、CLがソースブック研修に参加した学校のうち、

必要とされる回数以上のSBI/CBIを実施した学校は終了時評価時点で57.7％であり、目標の

80％には達していないものの、1年後の2013年9月には推計で約90％に達することが見込ま

れる。 

本プロジェクトの5つの成果は、体系的かつ質の高いINSETを全国展開するための運営管

理体制の確立に必要なすべての要素（中央レベルのINSET運営管理及び指導能力：成果1、

郡レベルのINSET運営管理及び指導能力：成果2と成果3、モニタリング・評価体制：成果4、

制度面及び組織面のINSET支援体制：成果5）を網羅しており、成果の産出はプロジェクト

目標の達成に直接つながっている。成果達成度の項で述べたとおり、期待された成果はお

おむね達成されており、INSETを全国展開するための運営管理体制を確立するための行政

面、技術面での確固たる基盤が整っている。 

 

（3）効率性：中程度 

本プロジェクトの効率性は「中程度」と判断される。プロジェクト活動実施に必要な投

入はおおむね適切に実施され、有効活用され、成果達成に寄与したが、郡・学校関係者の

高い離職率や予算拠出の遅延など、成果達成の阻害要因がある。 

本プロジェクトではNIUメンバーやDMT、DICメンバーをはじめとする多くの関係者が本

邦研修や第三国研修に参加したことにより、INSET実施の能力が強化された。インタビュー

調査によると、研修参加により得られた知識は、適切に関係者と共有され、INSET全国展開

プログラムにおける各自の役割や責任を果たすために有効活用されている。INSETプロジェ

クト・フェーズⅠで開発された教材等が本プロジェクトで有効活用されていることや、モ

ニタリング・評価体制の確立にあたり、中間レビューの提言に応じ既存の統計情報システ

ムとの連携や、各郡所属のCSの学校レベルでのモニタリングへの活用を成功裏に進めてい

る点も、本プロジェクトの効率性を高めている。一方、郡・学校関係者の高い離職率や予

算拠出の遅延、不十分な予算配賦が本プロジェクトの効率性を低下させる要因となってい

る。 

 

（4）インパクト：中程度 

本プロジェクトのインパクトは「中程度」と判断される。指標の達成度をかんがみると、

上位目標が完全に達成されるのは、プロジェクト終了後から少なくとも5年以上かかること

が見込まれる。一方で、他ドナーがINSET全国展開プログラムを支援する動きや、理数科以

外の他教科へのINSETの広がりなどの波及効果が確認されたものの、高い離職率と予算拠出

の遅延がインパクトの阻害要因となっている。 

本プロジェクトの上位目標（理数科分野における公立小学校教員の指導力の向上）には、

教員の指導力に関する児童の満足度及び教員の指導力の2つの指標が設定されている。サン

プリング調査として全国12郡の3,000人の児童を調査した結果、児童の満足度は2009年の

85.3％から2012年の88.4％に徐々に向上しており、目標値の90％をプロジェクト終了後3年

から5年で達成する見込みは高い。教員の指導力（1-5段階のレーティング）については、全

国12郡の平均値で2009年の2.6から2012年の2.8に増加しており、また郡や学校関係者のイン

タビューやSBI観察からも、INSET全国展開プログラムの実施により、教員の指導力が向上

したことが確認できたため、今後も継続的に向上していくことが見込まれる。しかしなが

ら、目標値（3.5）を数年で達成することは難しいと見込まれる。なお、教員の指導力の評
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価は3.0以上が児童中心型授業であり、わが国での平均的教員像が3.0～4.0であることから、

3.5という数値は野心的な目標値である。 

 

（5）持続性：中程度 

本プロジェクトの持続性は「中程度」である。INSET全国展開プログラムの制度化を規定

する「PTPDM政策（案）」が「ESP2010年～2020年」において教育セクターの政策として明

記されたことから、制度面での持続性は確立された。組織面では、INSETの研修資料（ソー

スブック）に各関係者の役割及び責任が明記されており、これらINSETの行政構造は他のド

ナーにも広く認識されており、類似プロジェクトを実施する際に有効活用されている。組

織面での持続性を高めるには、「PTPDM政策（案）」の実施への取り組みを教育法778（2008

年）に基づき設置された国家教員評議会と協力して進めていく必要がある。財政面での持

続性は、教育のためのグローバル・パートナーシップ基金のプロジェクト対象57郡に関し

ては確保されているものの、他の郡に関しては必要な予算が拠出されるか見通しは不明瞭

である。技術面では、さまざまな研修（OJTを含む）を通じて、体系的かつ質の高いINSET

を全国展開するための運営管理体制の確立に係る技術基盤が確立されたものの、NIUメンバ

ーのモニタリングデータ管理・分析能力や、郡・学校レベルの関係者におけるLOSの正しい

使い方などには改善の余地がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

・ 本プロジェクトが採用したSBI/CBI方式による教員の能力強化は低コストであるため、

予算拠出の遅延が深刻であるにもかかわらず、実施数は大幅に伸びた。 

・ わが国による技術協力が2000年より継続的に実施されているため、前フェーズで開発

された研修資料などの成果品が十分に活用された。 

・ INSET全国展開プログラムのSBI/CBIでは、教員同士の助け合いが学校内で促進される

ため、学校でのチーム精神が醸成され、教員同士で学び合う環境が整いつつある。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・ C/PであるNIUメンバーや多くの郡・学校レベル関係者のINSETに取り組む意欲が高い。

・ プロジェクトは、郡数の増加（138郡から170郡）及び地方分権化に伴うINSET予算の郡

への移譲などの大きな変化に対し柔軟な対策を講じ、成果を上げた。 

・ 年次INSET進捗報告書のデータから郡ごとのINSET実施状況をランクづけし、それを郡

研修担当官が参加するワークショップで発表した。その結果、郡の間で競争意識が高

まり、INSETの実施数が増加した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

・ 高い離職率と予算拠出の遅延は、INSET運営体制全般に影響した。離職率が高いために

定期的に郡関係者に対するINSET関連の研修を行う必要がある。一方で、INSET実施の

ためのガーナ側予算は、英国国際開発省（Department for International Development：

DFID）による教育セクター財政支援に大きく依存しているため、これら研修は、NIU

が郡教育事務所と綿密なコミュニケーションをとり、DFIDのセクター財政支援が郡に

拠出されるタイミングに合わせて実施時期が調整された。また、プロジェクト活動の

円滑な実施、特に中央レベルのINSET関連活動を促進するため、日本側が追加的な投入

を行った。 
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（2）実施プロセスに関すること 

・ 急速な地方分権化による予算の郡への移譲により、INSET活動の予算作成は郡教育事務

所の責任となった。この変更によりNIUの郡レベル予算に対するコントロールが難しく

なったため、郡以下への研修が当初一定期間停滞した。INSETの予算確保の鍵を握る郡

教育事務所長（District Director of Education：DDE）に対する啓発活動が中間レビュー

の提言で挙げられ、これに応じプロジェクトではDDEに対する啓発ワークショップを

実施した。また、中間レビューでの提言を受け、SBI/CBIの実施実績に基づきモデル郡

を選定し、国別研修への参加など集中的な投入を行うことで、郡レベル関係者のモチ

ベーション・オーナーシップの向上を働きかけるとともに、経験共有を促進した。こ

れらの取り組みが功を奏し、2011年から2012年にかけて郡レベルのINSET研修の実施率

が急激に増加した。 

・ 郡数の増加により、INSETに関連した研修対象者数やモニタリングの対象となる郡数が

増加し、効率性が低下した。当初全国138郡のうちINSETプロジェクト・フェーズⅠの

パイロット10郡を除いた128郡を2バッチに分け2年間でINSET全国展開プログラムを導

入予定であったが、郡数が170郡に増えたため、プロジェクトは全郡を3バッチに分け3

年で導入することに計画変更し、対応した。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは郡数の増加、地方分権化による予算の郡への移譲などの大きな変化にも柔

軟に対応し、総じて優れた成果を産出している。政策やニーズとの整合性の高さ、及びプロジ

ェクトアプローチの適切性から妥当性は高い。プロジェクト目標の達成が見込まれ、成果が目

標達成に資することも明確であるが、INSETの質を更に高めていくには郡関係者等の教科知識を

継続的に高めていく必要性があり、またプロジェクト目標の達成は、今後INSETをとりまく環境

に予算拠出状況の悪化のような大きな変化がないことが前提となることから、有効性は比較的

高い。一方、プロジェクトの効率性、インパクト及び持続性は、予算拠出の遅延、郡関係者の

高い離職率などの阻害要因があり、中程度である。 

プロジェクト目標は達成が見込まれることをかんがみて、本プロジェクトは予定どおりに終

了することが妥当であると、調査団は結論づけるものである。 

 

３－６ 提言（プロジェクト終了後にガーナ政府側が実施すべき事項） 

・ INSET全国展開プログラムの制度化が規定されている「PTPDM政策（案）」について、2013

年上半期までに教育省と国家教員評議会が共同で正式に施行することを提言する。加え

て、NIUが同政策の実施計画をドラフトし、ガーナ教育サービス（GES）、教師教育局（TED）

及び国家教員評議会が最終案を確定させ、その過程でGES（TED）と国家教員評議会の

INSETに対する責任と権限が明確化されることが重要である。各種研修の内容について

は、TEDが中心となり、他の関連組織の協力を得ながら開発を進めることを提言する。

・ 必要かつ十分な予算が適切なタイミングで拠出されることは、INSETが持続的に行われる

ために重要であることから、INSET全国展開プログラムに十分な予算が確保されるよう

に、教育省/GESが財務経済計画省に適切な予算の配賦に向けた継続的な働きかけを行う

ことを提言する。 

・ 郡職員の離職率の高さはINSETの持続性に対する阻害要因であるため、NIUは継続的に郡

レベルの関係者の配置状況をモニタリングし、必要に応じて、適宜、新しい関係者対象

の研修及び既存関係者対象のリフレッシャー研修を実施・促進することを提言する。 

・ ソースブックを教員が活用できるように保管できていない学校もあるため、郡教育事務

所（District Education Office：DEO）が学校に対して状況の改善を働きかけることを提言

する。また、GESは、郡や学校の増加などの必要に応じてソースブックを増刷、配布する
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ことが望まれる。さらに、ソースブックの内容については、カリキュラムの改訂あるい

はINSET実施の行政構造の変化などを踏まえ必要に応じて、NIUが中心となり改訂作業を

行うことを提言する。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

① SBI/CBI方式は、カスケード方式と比べて低コストで実施できる。そのため、予算拠出の

遅延があった場合でも、校長や教員が個人的に立て替えられる範囲で実施されており、

SBI/CBIの実施数は大幅に増加した。このことから、既存の限られた予算の中で実施可能

なモデルであることは実証された。しかしながら、予算拠出の遅延が続いた場合、立て

替える意欲とともにSBI/CBI自体への意欲が低下する可能性があることにも留意する必

要がある。 

② 地方分権化により郡レベルのINSET予算のほとんどは中央から郡に移譲されたため、郡教

育事務所長（DDE）がINSET実施を左右するキーパーソンとなった。そこで、プロジェク

トは郡教育事務所長の啓発ワークショップを2回開催し、その結果、郡レベルのINSET関

連研修の実施数は大幅に増加した。このように、推進する活動を実施する際に中心とな

るアクターを特定し、その意識を高めることは、技術協力を円滑に実施するうえで必須

である。 

③ 本プロジェクトのINSET実施体制は、必要に応じて新たな役割・責任を加えることにより、

できる限り既存の行政組織・人材・情報源を活用した。このことにより、コストが抑え

られるとともに、強化された行政組織はプロジェクト終了後も残る。また、技術協力に

よって能力強化された人材は、公的機関での本来業務にもそのスキルを反映させるため、

既存の人材・組織の活用は、プロジェクトで強化した活動の持続性を担保し、また波及

効果も期待できる。 
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Summary of the Joint Terminal Evaluation  

1. Outline of the Project  

Country: The Republic of Ghana  Project Title: Project for Strengthening the Capacity of 

INSET Management  

Issue/Sector: Basic Education  Cooperation Scheme: Technical Cooperation  

Division in Charge: JICA Ghana Office  Total Cost (at the time of the evaluation): JPY 368 million  

Period of Cooperation:  

June 15, 2009 – March 14, 2013  

(3 years and 9 months)  

Partner Country’s Implementing Organization:  

National INSET Unit (NIU), Teacher Education Division 

(TED), Ghana Education Service (GES) 

Ministry of Education (MoE) 

Supporting Organization in Japan:  

PADECO Co., Ltd.  

Related Cooperation: 

Technical Cooperation: 

 Project of Improvement of Educational Achievement in Science, Technology, and Mathematics in Basic 

Education (2000-2005)  

 Project to Support the Operationalization of the In-Service Training Policy (2005 – 2008) 

1-1 Background of the Project  

The Government of Ghana (GoG) positions education as key to national development and has provided for 

free, compulsory, universal basic education in its 1992 Constitution. As a result, the gross enrolment rate of 

primary schools in Ghana increased from 78% in 2004 to 95% in 2008; however, the quality of education 

remains a challenge. One of the major reasons for the low academic achievement among pupils in public 

primary schools is that the number of teachers with appropriate and effective teaching skills is insufficient 

due to the absence of a structured and quality INSET system for teachers.  

Under such circumstances, JICA supported the Project of Improvement of Educational Achievement in 

Science, Technology, and Mathematics in Basic Education (STM Project) from 2000 to 2005 and the Project 

to Support the Operationalization of the In-Service Training Policy (INSET Project Phase 1) from 2005 to 

2008. In the INSET Project Phase 1, the School-Based INSET (SBI)/Cluster-Based INSET (CBI) model was 

developed as an INSET model for improving mathematics and science in Ghana through pilot activities in ten 

districts. In the course of developing the INSET model, the INSET Project Phase I developed INSET 

implementation guidelines and teaching manuals and strengthened the INSET implementation system and the 

capacity of stakeholders. 

Building on the achievements of these projects, the GoG made a request to JICA for technical support in 

effectively and efficiently implementing a programme to conduct the nationwide dissemination of the INSET 

model. In response to the request, JICA launched the Project for Strengthening the Capacity of INSET 

Management (INSET Project Phase 2) in June 2009 for the duration of three years and nine months in 

collaboration with the National INSET Unit (NIU), Teacher Education Division (TED), Ghana Education 

Service (GES), whose role is to formulate and implement a strategy on INSET.   

 

1-2 Project Overview  

The Project aims to strengthen the INSET management system and improve the quality of INSET in order 

for the GoG to implement the nationwide dissemination of the INSET model (SBI/CBI) established in the 

STM Project and the INSET Project Phase 1. 
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(1) Super Goal: Pupil’s performance is improved. 

(2) Overall Goal: Teaching abilities of public primary school teachers in the area of mathematics and 

science are improved.  

(3) Project Purpose: The nationwide management system for a structured and quality INSET of 

mathematics and science is established and reinforced.  

(4) Outputs  

1) The capacity of the National INSET Unit (NIU) for managing INSET is strengthened.  

2) The capacity of the Regional Master Trainers (RMTs) and District Master Trainers (DMTs) for INSET 

delivery is enhanced.  

3) The capacity of the District INSET Committee (DIC) for managing INSET and the District Teacher 

Support Team (DTST) for INSET delivery is enhanced.  

4) Monitoring and evaluation (M&E) system is established and enhanced for a structured and quality 

INSET.  

5) The supporting system for INSET is strengthened.  

(4)  Inputs      Total cost  JPY 368 million 

Japanese Government:  

 Japanese Experts:  9 persons*  Equipment: JPY 21.1 million   

 Local Consultants:  8 persons*  Local Expenses: JPY 55.9 million 

 Overseas Training: Japan (51 persons), Kenya (27 persons), and Uganda (8 persons)  

Ghanaian Government: 

 C/Ps: 12 persons * Facility:  Project offices  

 Budget: GHS 366,000                                 * Aggregate 
 

2. Evaluation Team  

Members of 

Evaluation 

Team 

(Japanese Side): 

・ Mr. Koichi Kito (Leader: Senior Representative, JICA Ghana Office)  

・ Ms. Emi Nishihata (Evaluation Planning: Representative [Education & Governance], 

JICA Ghana Office) 

・ Ms. Mama Laryea (Education Policy: Education Advisor, JICA Ghana Office) 

・ Mr. Tsutomu Takahashi (INSET Management: Consultant, International Development 

Associates Ltd.) 

・ Ms. Setsuko Kanuka (Evaluation Analysis 1, Consultant, IMG Inc.) 

・ Ms. Ayako Kimura (Evaluation Analysis 2, Monitoring and Evaluation Consultant, 

JICA Ghana Office) 

Evaluation Period: 30th October – 24th November 2012  Type of Evaluation: Terminal Evaluation   

3. Evaluation Results  

3-1 Achievements of the Project  

(1) Achievements of the Outputs  

Output 1(Capacity strengthening of NIU in INSET management) : Mostly Achieved 

Output 1 is assessed to be mostly achieved based on INSET activities conducted by the NIU, and the 

feedback on NIU members’ performance from the JICA Expert Team, the NIU members themselves and 

those who participated in the training and workshops managed by the NIU. The NIU members’ capacity to 

plan and implement INSET activities has been strengthened by the On-the-Job Training (OJT) as well as the 

overseas training in Japan, Kenya and/or Uganda, but their analytical capacity for monitoring data needs 

further improvement. While Output 1’s indicator is set as that “All the districts prepare district budget which 

include INSET components,” when the number of districts that budgeted INSET components in 2012 (85 
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districts) is compared with the number of districts that covered the cost of participating in INSET activities 

(140 districts), there is a gap between budget request/approval and actual disbursement. Although the 

indicator has not been achieved yet at the time of the Terminal Evaluation, following the Mid-term Review’s 

recommendation, the Project conducted sensitization workshops for District Directors of Education (DDE) to 

increase their awareness of the importance of INSET. Given the fact that these workshops have already 

resulted in a significant increase in the numbers of district-level INSET training for Head Teachers 

(HTs)/Circuit Supervisors (CSs) and Curriculum Leaders (CLs), it is expected that the number of districts that 

include INSET components in their budgets will increase in the future.   

 

Output 2 (Capacity enhancement of RMTs1 and DMTs in INSET delivery): Mostly Achieved 

Output 2 is assessed to be mostly achieved based on the achievement levels of its indicators, the feedback 

on their performance from district and school level stakeholders, and the quality of advice given in SBI by 

DMTs. The Project has conducted DMT training, comprised of two sessions, to improve their INSET delivery 

capacity. As of 2012, DMTs from 160 districts have attended one of or both sessions of the DMT training. As 

for the achievement levels of the indicators, the orientation/training on INSET Management for HTs and CSs 

monitored by DMTs has been implemented in 98 districts (57.6%) and the orientation/training on INSET 

Delivery for CLs monitored by DMTs has been implemented in 100 districts (58.8%) (as of August 2012). 

From the monitoring data and the progress in appointing DMTs, it is confirmed that most training conducted 

after the appointment of DTMs has been monitored by DMTs.  

 

Output 3 (Capacity enhancement of DIC in INSET management and of DTST in INSET delivery) : 

Achieved  

Output 3 is assessed to be achieved based on the achievement levels of its indicators, feedback on the 

district level stakeholders’’ performance from school-level stakeholders, and the quality of advice given in 

SBI by them. All training under Output 3 has been conducted as planned. The DIC orientation/training in 

INSET management was conducted to key DIC members from all 170 districts (100%) by 2011. The second 

round of the DIC training, attended by all districts was conducted in 2012. As of August 2012, the number of 

districts that have implemented the orientation/training in INSET delivery for DTST members was 169 

districts (99.4%). Furthermore, the number of districts that have implemented orientation/training on INSET 

delivery for HTs and CSs was 164 districts (96.5%), greatly exceeding the target value of 60%.   

 

Output 4 (Establishment and enhancement of INSET M&E system): Achieved 

Output 4 is assessed to be achieved based on the achievement level of its indicator and the Project’s 

successful efforts to utilize existing information sources to further improve the monitoring system, following 

the Mid-term Review’s recommendation (e.g., Ministry of Education’s Education Management Information 

System [EMIS]). The percentage of the Annual INSET Progress Report (AIPR) submitted to the NIU from 

DEOs which have conducted CL Sourcebook2 Training was 100% (94 districts out of 94 districts) in 2011 

and 99.4% (153 districts out of 154 districts) in 2012, greatly exceeding the target value (80%). 

 

                                            
1 Under decentralization, it was decided that two master trainers be appointed in each district. Since the INSET activity costs for 
RMTs and DMTs are covered from the district budget, NIU has considered that it would be more beneficial to focus on the 
capacity enhancement of DMTs for the development of a quality INSET structure as they are placed closer to schools 
(beneficiaries), given the limited district financial resources.    
2 The INSET Sourcebooks is comprised of six modules (five volumes), Modules 1/2 for the district level stakeholders (one 
volume), and Modules 3-6 for the school level stakeholders (four volumes).  
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Output 5 (Strengthening of INSET supporting system): Mostly Achieved 

Output 5 is assessed to be mostly achieved based on the achievement levels of its indicators. To sensitize 

stakeholders on the INSET concept and activities, the Project printed 20,000 copies of an INSET information 

booklet in 2010 and 15,000 copies of the first edition of the Nationwide INSET Programme Newsletter in 

2011, and distributed them to all Regional Education Offices (REOs), District Education Offices (DEOs), and 

primary schools nationwide. In addition, 30,000 copies of the second edition were printed in November 2012 

and will be distributed to the REOs, DEOs, and schools. As to the Project’s efforts to institutionalize the 

Nationwide INSET Programme, the Education Strategic Plan (ESP) 2010-2020, which is one of the key 

education policies, discusses INSET as a part of the Pre-tertiary Teacher Professional Development and 

Management (PTPDM) policy (draft). In the draft policy, the SBI/CBI model is positioned as a part of the 

pre-tertiary teacher professional development and management structure. Moreover, INSET is incorporated in 

the Head Teacher’s Handbook as well as in the three-year Ghana Partnership for Education Grant (GPEG) 

Project’s budget plan3 for implementing INSET activities at 57 deprived districts. 

 

(2) Achievement of the Project Purpose: The prospect of its achievement is promising. 

The prospect for achieving the Project Purpose (the establishment and reinforcement of the nationwide 

management system for a structured and quality INSET of mathematics and science) by the end of the project 

period is assessed as promising based on the achievement level of its indicators. The number of districts that 

have completed INSET Sourcebook Training for CLs who are considered to have a large influence over the 

quality of INSET has reached 90.6% (154 districts) by September 2012, greatly exceeding the target value of 

60%. The proportion of the districts that have completed the CL Sourcebook Training and SBI/CBI in the 

target frequency is 57.7% (as of August 2012). Although the figure is still under the target value (80%), it is 

projected that the implementation coverage will reach 90% by September 2013 because the past tendency 

observed in the pilot districts in the INSET Project Phase 1 demonstrates that the increase in SBI/CBI 

implementation is directly proportional to the increase in HT/CS and CL training implementation. As to the 

quality of SBI/CBI, the teachers’ satisfaction level with INSET (SBI/CBI) (1 to 4 rating scale) at the schools 

selected nationwide in the sampling survey was 2.9, exceeding the target value of 2.8. 

 

3-2 Summary of Evaluation Results  

(1) Relevance: High   

The Relevance of the Project is assessed as high because the improvement of the quality in the basic 

education sector is in line with the needs of Ghanaian people, the GoG’s development policy, and the 

Japanese Government’s aid policy to Ghana. Moreover, the project approach (SBI/CBI) is deemed 

appropriate for the improving teachers’ teaching skills.  

With the increase in the enrollment of pupils, a large number of new teachers, many of whom were 

untrained, were recruited, creating an urgent need to improve the quality of education. Given this situation, 

the Ghana Shared Growth and Development Agenda (GSGDA) 2010-2013, the medium-term development 

policy framework, sets forth the institutionalization of INSET as one of the necessary policy interventions at 

the primary level as it will enhance the teaching abilities of primary school teachers and improve learning 

outcomes. The ESP 2010-2020, the key policy document of the education sector, also includes the PTPDM 

Policy (draft), which provides for the institutionalization of the Nationwide INSET Programme, as one of the 

educational sub-sector policies. In Japan’s Country Assistance Policy for the Republic of Ghana (2012), 

                                            
3 Funded by the Global Partnership for Education Fund (former Education for All-Fast Track Initiative [EFA-FTI]) 
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“Health and Science/Mathematics Education” is positioned a priority area of assistance. The Project is also in 

line with the Japan’s Education Cooperation Policy 2011-2015 and the Yokohama Action Plan (2008). 

Moreover, the SBI/CBI model can be conducted at a low cost. Given the limited budget available for 

non-salary recurrent spending in the education sector in Ghana, the cost-effectiveness of SBI/CBI enables for 

more teachers to be trained. The project approach that promotes the pupil-centered approach in teaching is an 

appropriate strategy to improve the quality of education.    

 

(2) Effectiveness: Relatively High   

The Effectiveness of the Project is assessed as relatively high because the prospect of the Project Purpose 

(the establishment and reinforcement of the nationwide management system for a structured and quality 

INSET of mathematics and science) being achieved by the end of the project period is deemed promising and 

there is a clear linkage between the achievement of the Project Purpose and the successful production of the 

five planned Outputs. For the INSET’s quality to further improve, there is need to improve the subject based 

knowledge of the NIU and district level stakeholders by providing more materials for SBI/CBI such as lesson 

plans, sharing experiences and refresher trainings..  

The Project has already achieved the target values set for two out of three indicators: the implementation 

rate of the CL Sourcebook Training and the teachers’ satisfaction rating with INSET. As for the coverage of 

implementation of SBI/CBI among primary schools of which CLs have participated in the CL Sourcebook 

Training, it is projected that the coverage of SBI implementation will reach about 90% by September 2013, 

achieving the target value (80%); this projection is made from the past tendency, which is that the increase in 

SBI/CBI implementation is directly proportional to the increase in HT/CS and CL training.  

The five Outputs cover all the components (INSET management capacity at the central level [Output 1], 

INSET management and delivery capacity at the district level [Outputs 2 and 3], M&E [Output 4] and 

institutional support system [Output 5]) that are necessary to establish the nationwide management system for 

a structured and quality INSET. Therefore, the successful production of the five Outputs is directly linked to 

the achievement of the Project Purpose. As discussed in the “Achievement of the Outputs” section, most of 

the expected Outputs have been either achieved or mostly achieved, it is therefore evaluated that a solid 

technical and administrative foundation for the nationwide INSET management system has been established. 

 

(3) Efficiency: Medium  

The Efficiency of the Project is assessed as medium because most inputs that are necessary for the 

implementation of activities have been allocated and used effectively to contribute to the output production 

but there have been some constraints on the production of Outputs caused by issues such as the high attrition 

rates among the project stakeholders and the delays in the GoG’s budget disbursement. 

In the Project, a large number of stakeholders, including NIU members, DMTs, and DIC members, have 

attended training in Japan, Kenya, and/or Uganda. Based on the interviews with project stakeholders, it was 

confirmed that training participants have utilized the knowledge they have gained through the overseas 

training in performing their roles and responsibilities in the Nationwide INSET Programme. The factors that 

have increased the Project’s Efficiency include: the use of the INSET training materials (e.g. Sourcebooks) 

developed in INSET Project Phase 1, the use of the existing information sources for the establishment of the 

INSET monitoring and evaluation system, and the use of CSs for school-level monitoring. On the other hand, 

the high attrition rates among district and school level stakeholders, the delay in the GoG’s budget provision 

and insufficient budget allocation have decreased the Project’s Efficiency.  
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(4) Impact: Medium   

The Impact of the Project is assessed as medium. It is likely that it will take longer than five years for the 

Overall Goal to be fully achieved, but there are some positives, such as feedback from school-level 

stakeholders, the support of the Nationwide INSET Programme by other donors, and ripple effects to other 

subjects. However, there are hindering factors, namely high attrition rates among stakeholders and the late 

release of budget.  

The Overall Goal (the improvement in teachers’ teaching abilities in mathematics and science) is evaluated 

based on the satisfaction rating on teachers’ teaching rated by pupils and the level of teachers’ teaching skills 

rated by lesson observation in the sampling survey. The result of the sampling survey targeting 3,000 pupils 

from 12 districts nationwide shows that the pupils’ satisfaction rate with teachers’ teaching skills has 

consistently increased in the course of the project period: 85.3% in 2009, 87.9% in 2010 88.3% in 2011, and 

88.4% in 2012. Based on this trend, it is likely that the target value will be achieved in the three to five years 

of the project completion. The teachers’ teaching level has increased from 2.6 in 2009 to 2.8 in 2012. The 

increase in the rating as well as the feedback from teachers themselves and their performance in SBI 

observed by the Terminal Evaluation Team confirm that that teachers’ teaching skills have improved over the 

course of the project period due to the implementation of INSET activities and will continuously improve 

after the project’s completion; however, considering the rate of increase it is likely that it will take longer than 

five years from the completion of the project for the target value (3.5) to be achieved. It should be noted that 

above 3.0 is considered the pupil-centered teaching and the average teaching level for teachers in Japan is 

between 3.0 and 4.0; therefore, 3.5 is rather an ambitious target value.   

 

(5) Sustainability: Medium   

The Sustainability of the Project has been evaluated as medium. The institutional aspect of the Project’s 

sustainability has been secured because the PTPDM Policy (draft) that provides for the institutionalization of 

the Nationwide INSET Programme has been included in the ESP 2010-2020. As to the organizational aspect, 

stakeholders’ roles and responsibilities in the Nationwide INSET Programme implementation and monitoring 

are clearly defined in the revised INSET Sourcebooks and the INSET administrative structure has been 

widely acknowledged by development partners who are involved in improving the quality of basic education 

and has been used by them when implementing similar projects. In order to further improve the 

organizational aspect of the Project’s sustainability, there is need for the Project to cooperate with the 

National Teaching Council (NTC), which was newly established based on the Education Act 778 (2008), in 

initiating the implementation of the PTPDM Policy. The financial aspect of the Project’s sustainability has 

been secured for at least the 57 districts that are target districts of the Ghana Partnership for Education Grant 

Project, but it is uncertain whether sufficient budget will be released for the rest of the districts. From the 

technological aspect, the Project has established a solid technical foundation for the establishment of the 

Nationwide INSET Programme owing to the various training (including OJT) conducted throughout the 

Project. There is still room for improvement in the NIU members’ capacity in analyzing monitoring data and 

the proper use of LOS among the district and school level stakeholders.   

 

3-3 Factors Promoting the Production of Effects  

(1) Factors Concerning to Planning  

 Since the capacity strengthening of teachers using the SBI/CBI model can be conducted at a low cost, 

the proportion of the districts that have implemented SBI/CBI has increased, despite the delays in the 

release of the GoG’s budget. 

 JICA has been providing technical assistance in establishing the INSET model for primary school 
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teachers in mathematics and science in Ghana since 2000. The training materials (e.g. INSET 

Sourcebooks) developed in the previous projects were effectively utilized in the Project.  

 SBI/CBI under the Nationwide INSET Programme provides a mandatory forum in which peer 

teaching takes place. This has created an environment conducive for teachers to learn from each other. 

   

(2) Factors Concerning to the Implementation Process 

 The Project has been conducted with a strong sense of commitment to the Nationwide INSET 

Programme by NIU members and many district and school level stakeholders. 

 The Project has responded flexibly to internal and external risk-factors, such as increase in the number 

of target districts (from 138 districts to 170 districts) and the transfer of INSET-related budget from 

the national level to the district level. 

 The Project categorized all the districts based on their performance in implementing INSET activities 

and shared the result of the categorization with the districts in the workshop, attended by the District 

Training Officers (DTOs). This increased a sense of competition among districts and facilitated each 

district to become more accountable for its performance on INSET implementation. 

 

3-4 Factors inhibiting project progress  

(1) Factors related to planning  

 The high attrition rates among the project stakeholders and the delay in the GoG’s budget provision 

have negatively affected the overall INSET management. Due to the high attrition rates, the NIU 

needs to provide/ promote training to newly assigned stakeholders at district level upon necessity. On 

the other hand, the GoG budget for the Nationwide INSET Programme has heavily relied on the sector 

budget support from the Department for International Development (DFID). NIU members have kept 

a close communication with DEOs to be fully informed of the DFID’s budget disbursement timing and 

these training were arranged according to the disbursement timing of the DFID’s sector budget support 

to the district level. Furthermore, the Japanese side has allocated additional inputs to facilitate the 

project implementation especially at national level. 

 

(2) Factors Concerning to the Implementation Process 

 Due to the transfer of INSET-related budget to the district level, DDEs became responsible for 

securing the INSET related budget. This new fiscal arrangement restricted the NIU’s control over the 

INSET-related budget, which initially resulted in a temporary halt in the district-level INSET training. 

Following the Mid-term Review’s recommendation, the Project organized various activities targeting 

district stakeholders, such as sensitization workshops for DDEs to increase their awareness on 

INSET’s importance and to secure INSET-related budget at the district level. Following the Mid-term 

Review’s recommendation, the Project has adjudged several districts as model districts and gave 

priority in providing inputs such as overseas training and promotes experience sharing among districts. 

These efforts have resulted in an increase in the motivation and ownership towards INSET activities 

among stakeholders at the district level, and subsequently the implementation of district-level INSET 

training has drastically increased from 2011 to 2012.   

 The increase in the number of target districts has increased the numbers of stakeholders to train and to 

monitor. The Project originally planned to introduce the INSET system in two batches to 128 districts 

excluding 10 pilot districts in the Project Phase 1 in two years. As the number of districts increased 

from 138 to 170, the Project decided to cover the 170 districts in three batches in three years. 
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3-5 Conclusions  

The Project has produced the intended outputs by flexibly adjusting its design and activities to the changing 

external operating environment, caused by factors such as increase in the number of districts and the financial 

devolution.  

The Relevance of the Project is assessed as high because it is in line with the needs of Ghanaian people, the 

GoG’s development policy, and the Japanese Government’s aid policy to Ghana. The project approach 

(SBI/CBI) is deemed appropriate for the improving teachers’ teaching skills. The Effectiveness is assessed as 

relatively high because the prospect of the Project Purpose being achieved by the end of the project period is 

deemed promising and there is a clear linkage between the achievement of the Project Purpose and the 

successful production of Outputs. However, there is need to improve the subject based knowledge of district 

level stakeholders for further improvement of INSET’s quality and the achievement of the Project Purpose 

depends on the premise that there is no significant change in INSET operational environment, such as further 

worsening of the budget conditions. The high attrition rates among stakeholders and the late release of the 

GoG’s budget are considered as hindering factors for the Project’s Efficiency, Impact and Sustainability. They 

are assessed as medium.  

The Terminal Evaluation Team concludes that the Project Purpose will be achieved by the end of the 

project period; therefore, the Project is to be completed as scheduled. 

 

3-6 Recommendations (Measures to Be Taken by the GoG after the Project) 

 The Terminal Evaluation Team recommends the MoE/GES and the National Teaching Council jointly 

launch the PTPDM policy in the first half of 2013. It is further recommended that NIU drafts the 

implementation plan of the policy to facilitate discussions between TED, GES and NTC. In the 

process, the roles and responsibilities of GES (TED) and NTC for the Nationwide INSET Programme 

need to be further defined. As to course contents on various INSET training, TED should lead the 

development process with the cooperation of various relevant organizations.  

 For the Nationwide INSET Programme’s sustainability, it is highly important that sufficient budgets 

are released in a timely manner to all administrative level. It is also recommended that the MoE/GES 

at the central level continuously engage the Ministry of Finance and Economic Planning to disburse 

the needed amount for the programme. 

 The high attrition rate among project stakeholders trained in the Project is a major inhibiting factor for 

the Project’s Sustainability. It is recommended that the NIU keep an updated-record of human 

resources trained in the Project through monitoring and provide/promote training to newly assigned 

stakeholders and/or refresher training to existing ones upon necessity.  

 There are some schools that have not ensured that teachers have access to the INSET Sourcebooks. 

The Terminal Evaluation Team recommends that DEOs advise schools to ensure the INSET 

Sourcebooks are made available to teachers at the schools. The Team further recommends that GES 

ensures sufficient copies of the INSET Sourcebooks are made available to districts and schools 

according to emerging needs (e.g. increase in the number of districts and schools). NIU should take a 

lead in revising as the need arises, for example, curriculum revision and changes in the administrative 

structure in INSET implementation. 

 

3-7 Lessons Learned  

 When compared with the cascade training model, the costs needed for the SBI/CBI model is small. 

The number of SBI/CBI conducted has increased in spite of delays in budget disbursement causing 

financial constraints because the implementation cost of SBI/CBI is within the range that can be 
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covered by the personal money of HTs and teachers. The Project’s experience has demonstrated that 

SBI/CBI is a model that can be implemented within the limited budget. This works based on the head 

teachers’ and teachers’ high motivation and belief that their personal money will be reimbursed 

someday when the budget is released; however, if the budget delays continue, it may negatively lead 

to a decrease in motivation and willingness among head teachers and teachers to conduct SBI/CBIs 

using their personal money.  

 Since most of the INSET related budget has been devolved to districts due to decentralization, DDEs 

become key persons for the implementation of INSET activities at the district level. Under this 

situation, the Project conducted two sensitization workshops for DDEs, which resulted in the drastic 

increase in the implementation of district level training. As this shows, Identifying and sensitising the 

most influential stakeholders is a must for the successful implementation of a technical cooperation 

project. 

 The INSET implementation structure developed by the Project uses as much existing administrative 

structure, human resources and information sources as possible by adding new roles and 

responsibilities on INSET implementation to their regular operation. This made it cost-effective and 

the administrative structure strengthened by the Project will remain after the Project’s completion. The 

use of existing human resources also increases the likelihood that their increased capacities may be 

effectively utilized in their regular public service duties. The use of existing structure and human 

resources promote the Project’s sustainability and facilitate the production of ripple effects.  
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

「現職教員研修運営管理能力強化プロジェクト」は、ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）

政府の要請を受け、2009年6月から2013年3月までの3年9カ月の予定で、JICAが教育省ガーナ教育

サービス（GES）と共に実施している技術協力プロジェクトである。 

 

今般、プロジェクト終了を2013年3月に控え、2009年3月31日に締結された討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）に基づいて、日本側とガーナ側のメンバーによって構成される合同評価調査団

により終了時評価調査を実施することとした。本調査では、プロジェクトの成果、目標の達成見

込み等を確認し、5項目評価を行うとともに、今後の課題及び方向性について協議し、その結果を

合同評価報告書に取りまとめ、関係者間で合意することを目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

（1）調査団の構成 

調査団のメンバーは以下のとおりである。 

    

1）日本側 

担 当 名 前 所属先/役職 

総  括 木藤 耕一 JICAガーナ事務所 次長 

評価企画 西畑 絵美 JICAガーナ事務所 所員 

教育政策 Mama Laryea JICAガーナ事務所 教育アドバイザー 

INSET運営管理 高橋 勉 （株）国際開発アソシエイツ コンサルタント

評価分析1 鹿糠 説子 （有）アイエムジー コンサルタント 

評価分析2 木村 綾子 JICAガーナ事務所 在外評価専門員 

 

2）ガーナ側 

名 前 所属先/役職 

Sammuel Ansah 
ガーナ教育サービス教師教育局局長 

プロジェクト・マネジャー 

Emmanuel K. Asare 
ガーナ教育サービス教師教育局副局長 

前プロジェクト・マネジャー代理 

Evelyn O. Oduro 
ガーナ教育サービス教師教育局 

国家INSETユニット（NIU）プログラム・コーディネーター 

Gershon K. Dorfe 
ガーナ教育サービス教師教育局 

NIUメンバー 
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（2）調査日程 

本終了時評価調査は2012年10月30日（火）から2012年11月24（土）の日程で実施された（評

価調査日程の詳細は「付属資料1協議議事録Annex 1」を参照）。 

 

１－３ プロジェクトの概要（終了時評価時点） 

（1）プロジェクトの背景 

ガーナは、教育の充実を国家開発における重要課題と位置づけ、1992年の憲法改正では｢基

礎教育は国民の義務であり無償で提供される｣と定め、1995年には「基礎教育義務化・無償化・

普遍化プログラム（Free Compulsory Universal Basic Education：FCUBE）」を開始、2003年には

セクター開発計画にあたる「教育戦略計画（Education Strategic Plan：ESP）」を策定、2004年

の教育白書からの一連の教育改革、2005年のキャピテーション・グラント導入等を通じ、基

礎教育を受ける機会について量的な拡充に取り組んできた。教育の充実は、国家開発計画に

あたる「第2次貧困削減戦略（Growth and Poverty Reduction Strategy II：GPRS II）」（2006年～

2009年）及び後継である「中期国家開発計画（Ghana Shared Growth and Development Agenda：

GSGDA）」（2010年～2013年）でも重点分野に位置づけられている。 

 

その結果、初等教育における総就学率は、2004年の78％から2008年には95%に達したが、教

育の質の改善については多くの課題が残されている。特に、公立学校の教員の基礎学力及び

指導力不足は深刻であり、児童が学習内容をより良く理解するうえで妨げとなっている。教

員の質の低さの主な要因として、教員の能力強化を体系的に支援する現職教員研修（In-Service 

Training：INSET）制度の未構築が挙げられている。 

 

このような状況のなか、わが国はガーナ政府の要請を受け、「ガーナ小中学校理数科教育改

善計画（STMプロジェクト）」（2000年～2005年）及び「現職教員研修政策実施支援計画（INSET

プロジェクト・フェーズⅠ）」（2005年～2008年）を実施し、全国138郡のうちパイロット10郡

を対象として、理数科のINSETモデル〔校内研修（School-based INSET：SBI）/クラスター研

修（Cluster-based INSET：CBI）〕の開発、INSET実施ガイドラインや教授法改善マニュアルの

作成、実施体制･能力の強化、啓発･制度化支援等を行った。 

 

このような背景の下、ガーナ政府はわが国に対して、INSETモデルを全国展開するためのプ

ログラムの円滑な実施を支援することを目的とした技術協力の要請をした。わが国はこれを

受けて、INSETの戦略策定・実施を担うガーナ教育サービス（GES）教師教育局（TED）国家

INSETユニット（NIU）をカウンターパートとして、「現職教員研修運営管理能力強化プロジ

ェクト（INSETプロジェクト・フェーズⅡ）」を2009年6月から2013年3月までの3年9カ月の予

定で実施している。 
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（2）プロジェクトの概要 

スーパーゴール： 児童の成績が向上する。 

 

上位目標： 理数科分野における公立小学校教員の指導力が向上する。 

 

プロジェクト目標：理数科分野において、体系的かつ質の高い現職教員研修（INSET）を全

国展開するための運営管理体制が確立・強化される。 

 

成 果： 1．国家INSETユニット（NIU）のINSETに関する運営管理能力が強化さ

れる。 

2．リージョナル・マスター・トレーナー（RMT）及びディストリクト・

マスター・トレーナー（DMT）のINSETに関する指導力が向上する。 

3．郡INSET委員会のINSETに関する運営管理能力、並びに郡教員支援

チームのINSETに関する指導力が強化される。 

4．INSETの体系化及び質の向上に向けたモニタリング・評価体制が確

立・強化される。 

5．INSET支援体制が強化される。 

 

協力期間： 2009年6月15日～2013年3月14日（3年9カ月） 

 

相手国機関： 教育省 

ガーナ教育サービス（Ghana Education Service：GES）、 

教師教育局（Teacher Education Division：TED）、 

国家INSETユニット（National INSET Unit：NIU） 

 

対 象： 地域：全国 

〔170郡：パイロット郡（10郡）、第1バッチ（57郡）、第2バッチ

（41郡）、第3バッチ（62郡）〕8 

学校：公立小学校 

教科：理数科 

 

                                                        
8 170郡にはINSETプロジェクト・フェーズⅠで対象であったパイロット10郡が含まれる。2009年に複数の郡が分割されて、全

国の郡数が138郡から170郡に増加した。郡数は今後更に216郡に増えることが計画されている。なお、パイロット郡は各州か

ら1郡ずつ選ばれている：①Akatsi 郡（ボルタ州）、②Tano South 郡（ブロング・アハフォ州）、③Wa Municipal郡（アッパー・

ウェスト州）、④Kassena-Nankana 郡（アッパー・イースト州）、⑤Akuapem North郡（イースタン州）、⑥Dangme West郡（グ

レーター・アクラ州）、⑦Assin North郡（セントラル州）、⑧Adansi North郡（アシャンティ州）、⑨Tamale Metro郡（ノーザン

州）、⑩Mpohor Wassa East郡（ウェスタン州）. 
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（3）プロジェクト実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*JCCの議長：ガーナ教育サービス総裁 

ガーナ側のJCCメンバー：ガーナ教育サービス副総裁、教師教育局局長、基礎教育局局長、ケープコースト大学学長、ウィネ

バ教育大学学長、州教育事務所長の代表者（1名）、郡教育事務所長の代表者（各州から1名）、ガーナ教員組合の代表者、ガ

ーナ科学教員協会の代表者、ガーナ数学協会の代表者、教員養成大学学長協議会の代表者、国家INSETユニットのプログラム・

コーディネーター 

出所：プロジェクト資料 

 

図－１ プロジェクト実施体制 
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表－１ プロジェクト関係者の主な役割 

関係者 主な役割 

国家INSET 

ユニット 

National INSET 

Unit：NIU 

・ 国家INSET委員会（National INSET Committee：NIC）を年に2回開催し、INSET制度化

に向けて政策や戦略の作成、関係機関との調整を行う。 

・ 郡INSET委員会（District INSET Committee：DIC）及びディストリクト・マスター・

トレーナー（District Master Trainer：DMT）に対する研修を実施する。 

・ 郡レベルでINSET活動が効果的に行われるように郡教育事務所に働きかける。 

・ 年次INSET進捗報告書（Annual INSET Progress Report：AIPR）やその他の既存の統計

情報システムに基づき、INSET全国展開プログラムをモニタリングする。 

・ 定期的にサンプル調査を実施して、INSET全国展開プログラムのインパクトを測る。

・ 必要に応じてINSETモデル及びINSETソースブックを改訂する。 

州教育事務所 

Regional Education 

Office：REO 

・ 管轄下にある郡に対し、INSET全国展開プログラムの調整及び指導業務を行う。 

・ 管轄下にある郡のINSET活動をモニタリング及び支援する。 

・ 郡から提出される年次郡活動報告書（Annual District Performance Report：ADPR）か

ら、郡のINSET実施状況を確認する。 

・ 年次州活動報告書において、管轄下にある郡のINSET実施状況を取りまとめ、報告す

る。 

郡INSET委員会 

District INSET 

Committee：DIC 

・ DMT、DTSTメンバー、その他のリソースパーソンを選定・任命する。 

・ 郡レベルのINSET活動（計画、実施、モニタリング、評価）を実施する。 

・ 郡教員支援チームメンバー（District Teacher Support Team：DTST）、公立小学校の校

長、指導主事（Circuit Supervisor：CS）、教務主任（Curriculum Leader：CL）に対して

INSET研修を実施する。 

・ SBI/CBIの実施状況をモニタリングする。 

・ 学校にINSET活動のモニタリングや記録に必要なフォームを配布する。 

・ ADPRの作成にあたりINSETに関連するインプットを行い、州教育事務所にINSET実

施状況を報告する。 

・ AIPRをNIUに提出する。 

ディストリクト・マ

スター・ 

トレーナー 

District Master 

Trainer：DMT 

・ DTST研修において、郡が実施する校長/CS/CL研修のモニタリング手法及びSBI/CBI

のモニタリング時に求められる授業観察･指導能力等に関しDMT研修で得た知識や

技術を基に指導する。 

・ 校長/CS/CL研修において、教科別の専門知識の技術移転を行う。 

・ 学校レベルのINSET活動を、モニタリングを通じて促進する。 

郡教員支援チーム 

District Teacher 

Support Team：DTST 

・ 校長/CS/CL研修において、教科別の専門知識の技術移転を行う。 

・ 学校レベルのINSET活動を、モニタリングを通じて促進する。 

指導主事 

Circuit Supervisor：

CS 

・ 校長によるCL選定作業を支援する。 

・ 各学校を巡回指導する際に、SBI/CBIの実施記録をとり、DICのメンバーである指導

担当郡教育事務所副所長（Assistant Director of Supervision：AD-Sup）に報告する。 

・ 学校がSBI/CBIを実施するための支援を行う。 

・ 必要に応じて模擬授業を実施し、SBI/CBIの実施を促進する。 

校 長 

・ CLを選定する。 

・ 学校レベルの関係者に、SBI/CBIの重要性について理解を促進する。 

・ 定期的にSBI/CBIを計画、実施し、その実施状況（出席者、研修内容等）を記録する。

なお、少なくとも、SBIは学期ごとに2回、CBIは1回、実施する。 

教務主任 

Curriculum Leader：

CL 

・ 定期的にSBI/CBIを計画、実施し、その実施状況（出席者、研修内容等）を記録する。

・ 教員が難しいと感じているトピックを調査し、SBI/CBIで取り扱う研修内容を校長や

教員と相談して決める。 

教 員 

・ 校長及びCLと協力し、INSET年間アクションプランを作成する。 

・ SBI/CBIのファシリテーターやデモンストレーターの役割を務める。 

・ 研究授業に対する意見交換に参加する。 

出所：プロジェクト資料を基に調査団作成 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価の枠組み 

本終了時評価調査では、「新JICA事業評価ガイドライン第1版」（2010年）を指針として、以下の

手順にて評価を実施した。 

    

① プロジェクトの実績、実施プロセス、評価5項目に関する詳細な評価設問と評価指標・デー

タ収集方法等を記述した評価グリッドを作成する。 

② 評価に必要な情報・データを収集する。 

③ 中間レビュー後（2011年3月）に改訂合意されたプロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）（Ver.2）に基づいて、プロジェクトの実績を確認する（PDM

は「付属資料1協議議事録Annex 8」を参照）。 

④ 実施プロセスを検証し、プロジェクトの活動実施及び成果産出に貢献した要因または阻害

した要因を分析する。 

⑤ 評価5項目（妥当性、効率性、有効性、インパクト、持続性）の観点から、包括的に評価を

実施する。 

⑥ 評価結果に基づき、プロジェクト終了時（2013年3月）及びより中長期的に取り組むべき事

項を整理する。 

⑦ ガーナ政府との協議を踏まえ、プロジェクトの今後の方向性に係る提言の策定、類似案件

への教訓の抽出を行う。 

⑧ 評価・協議結果を評価報告書として取りまとめる。 

 

２－２ 評価5項目 

本終了時評価調査では、評価の基準として以下の評価5項目を用い、評価を実施した。 

 

妥当性： プロジェクト目標や上位目標がガーナの開発政策やわが国の援助政策と整合性

がとれているか、ターゲットグループのニーズと合致しているか等、プロジェ

クトの正当性・必要性を検証・評価する。 

有効性： プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに計画どおり達成されるか、また、

プロジェクト目標の達成が成果の達成によって引き起こされたのかを検証・評

価する。 

効率性： プロジェクトが効果的に投入資源を活用したかという観点から、投入実績と成

果達成の状況を踏まえて、投入（インプット）がどのように効率的に成果（ア

ウトプット）に転換されたかを検証・評価する。 

インパクト：プロジェクト終了後3年から5年の間に上位目標が達成される見込み、プロジェ

クト実施によりもたらされる長期的・間接的な効果や波及効果の有無を検証・

評価する。 

持続性： 政策・制度面、組織面、財務面、技術面から、プロジェクト終了後、プロジェ

クトで発現した効果がどのように定着・持続していくかについて検証・評価す

る。 
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２－３ 評価グリッド及び情報収集手段 

（1）評価グリッド 

調査団は評価グッドにまとめられた評価設問を参照しながら、評価を実施した。なお、評

価グリッドは、プロジェクト実績、実施プロセス及び評価5項目の3つのセクションにより構

成されている（評価グリッドは「付属資料1協議議事録Annex 4」を参照）。 

 

（2）情報収集手段 

本終了時評価では、既存資料レビュー、質問票調査、インタビュー調査、現地調査により、

情報・データを収集した。 

 

1）プロジェクト関連資料レビュー 

a）本プロジェクトに関する報告書 

・ 実施協議報告書（2009年） 

・ 中間レビュー調査報告書（2011年）等 

 

b）プロジェクト作成資料 

・ 業務完了報告書（第1年次～第3年次、和文） 

・ Progress Report（第1号～第6号、英文） 

・ サンプリング調査報告書（2012年） 

・ INSETソースブック〔モジュール1～2（2011年）、モジュール3～6（2007年、INSET

プロジェクトフェーズⅠ時に作成）〕等 

 

c）ガーナの開発政策文書 

・ 中期国家開発計画（2010年～2013年）（Ghana Shared Growth and Development Agenda：

GSGDA） 

・ 教育戦略計画（2010年～2020年）（Education Strategic Plan：ESP） 

・ 初中等教員の資質向上・管理政策（案）（2011年）（Pre-tertiary Teacher Professional 

Development and Management Policy：PTPDM Policy）等 

 

d）日本政府の対ガーナ援助政策文書 

・ 対ガーナ共和国 国別援助方針（2012年） 

・ 日本の教育協力政策2010-2015（2010年） 

・ 横浜行動計画（2008年） 

 

e）その他関連資料 

・ ガーナの教育セクター開発に関する報告書（2008年）（Report on the Development of 

Education in Ghana） 

・ 2011年度ガーナ学習状況調査結果報告書（Ghana National Education Assessment 2011 

Findings Report）（2012年） 

・ 教育のためのガーナ・パートナーシップ基金プロジェクト実施マニュアル（2012年）
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（The Ghana Partnership for Education Fund Grant: Project Implementation Manual） 

 

2）質問票調査・インタビュー調査 

評価グリッドに基づき、専門家及びC/P（NIUメンバー）に対して質問票を作成・配布し

た。質問票への回答結果及び上記1）のプロジェクト関連資料を基礎情報として、個別イン

タビュー調査を行い、追加情報の収集と分析を行った（面談者リストは「付属資料1協議議

事録Annex 4」を参照）。 

 

3）現地調査 

アスオジャマン郡とソガコペ郡の郡教育事務所と小学校を訪問し、郡レベル関係者及び

学校レベルの関係者にグループインタビュー調査を行うとともに、校内研修を観察し、追

加情報の収集と分析を行った。本終了時評価調査で訪問した小学校及び観察した校内研修

の形態は以下のとおりである。 

 

a）アスオジャマン郡（モデル郡9） 

・ Akosombo Presby小学校（授業研究） 

・ Akwamufie Presby小学校（授業研究） 

 

b）ソガコペ郡 

・ Sogakope District Assembly小学校（ピアティーチング） 

・ Lakpo District Assembly小学校（授業研究） 

 

                                                        
9 本プロジェクトでは、中間レビューの提言に応じて、SBI/CBIの実施実績に基づきモデル郡を指定し、当該モデル郡に対して国別研

修への参加など集中的投入を行い、モデル郡の経験共有を促進した。モデル郡に指定された郡はTarkwa Nsuaem郡（ウェスタン州）、

Pru郡（ブロング・アハフォ州）、Tema郡（グレーター・アクラ州）、Lower Manya Krobo郡（イースタン州）、New Juaben郡（イー

スタン州）、アスオジャマン郡（イースタン州）である。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投入の実績 

（1）日本側の投入 

日本側の投入実績に関する詳細は、「付属資料1協議議事録Annex 3-1」を参照。 

 

1）専門家の派遣 

日本側の投入として、プロジェクト実施に必要な多岐にわたる専門分野（［a］総括、［b］

INSET制度、［c］INSET計画・管理・調整、［d］理数科教育、［e］校内研修、［f］授業観察、

［g］モニタリング・評価、［h］業務調整）において、合計9名の日本人専門家が派遣され

た（「付属資料1協議議事録Annex 3-1-1. 専門家派遣」を参照）。 

 

2）ローカルコンサルタントの雇用 

日本側の投入として、プロジェクト活動を円滑に実施するために8名のローカルコンサル

タントが雇用された（「付属資料1協議議事録Annex 3-1-2. ローカルコンサルタント配置」を

参照）。 

 

3）本邦研修・第三国研修 

日本側の投入として、プロジェクト開始から2012年11月末までに、合計51名のプロジェ

クト関係者が本邦研修に参加し、合計35名のプロジェクト関係者が第三国研修〔ケニア共

和国（以下、「ケニア」と記す）：27名及びウガンダ共和国（以下、「ウガンダ」と記す）：8

名〕に参加した（「付属資料1協議議事録Annex 3-1-3. 本邦研修・第三国研修」を参照）。 

 

4）機材供与 

日本側の投入として、プロジェクト開始から2012年10月末までに、総額2,110万円相当の

資機材が供与された。供与された機材は、車両、オフィス機器（コピー機、コンピュータ、

プリンター等）などプロジェクト活動実施に必要なものである（「付属資料1協議議事録

Annex 3-1-4. 機材供与」を参照）。 

 

5）プロジェクト現地経費の支出 

日本側の投入として、プロジェクト開始から2012年9月末までに、約5,590万円のプロジェク

ト現地経費が支出された（「付属資料1協議議事録Annex 3-1-5. プロジェクト現地経費」を参照）。 

 

（2）ガーナ側の投入 

ガーナ側の投入実績に関する詳細は、「付属資料1協議議事録Annex 3-2」を参照。 

 

1）カウンターパートの配置 

ガーナ側の投入として、ガーナ教育サービスからプロジェクト・ディレクター（ガーナ

教育サービス総裁：1名）、プロジェクト・マネジャー（教師教育局局長：1名）、国家INSET

ユニットメンバーの6名（プログラム・コーディネーター及びアシスタント・プログラム・

 



 

－10－ 

コーディネーターを含む）がカウンターパートとして配置された（「付属資料1協議議事録

Annex 3-2-1. カウンターパート配置」を参照）。 

 

2）事務職員の配置 

ガーナ側の投入として、運転手1名が配置された。 

 

3）施設の提供 

ガーナ側の投入として、教師教育局施設内の5つの執務室・会議室がプロジェクトオフィ

ス及びカウンターパートの執務室として提供された。 

 

4）オリエンテーション・研修に係る費用の支出 

ガーナ側の投入として、プロジェクト開始から2012年8月までに以下のオリエンテーショ

ン・研修経費が支出された。なお、郡教育事務所がINSET全国展開プログラムに支出した金

額は下記には含まれない（「付属資料1協議議事録Annex 3-2-2. INSET全国展開プログラム

実施経費」を参照）。 

・ 州教育事務所のオリエンテーション：1万9,000ガーナセディ 

・ 中央レベルの人材育成〔DMTのオリエンテーション・研修、ナショナル・トレーナ

ー［National Trainer：NT］のモニタリング研修を含む〕：1万6,000ガーナセディ 

・ 郡レベルの人材育成（DICメンバー、DTSTメンバー、DTO及びAD-Supのオリエンテ

ーション・研修を含む）：12万9,000ガーナセディ 

 

5）INSETソースブック及びニュースレターの印刷・配布費の支出 

ガーナ側の投入として、プロジェクト開始から2012年8月までに、15万4,000ガーナセディ

のINSETソースブック印刷・配布費が支出され、63％のINSETソースブック印刷費がガーナ

側により負担された（「付属資料1協議議事録Annex 3-2-2. INSET全国展開プログラム実施

経費」を参照）。ガーナ側はニュースレターの印刷費を負担することはできなかったものの、

2011年及び2012年に日本側の負担により印刷されたニュースレターの配布費用はガーナ側

により負担された。 

 

6）その他の経費 

ガーナ側の投入として、プロジェクト開始から2012年8月までに、2万9,000ガーナセディ

のモニタリング活動費、7,000ガーナセディのAIPRワークショップ費用、及び1万2,000ガー

ナセディの啓発活動費が支出された（「付属資料1協議議事録Annex 3-2-2. INSET全国展開

プログラム実施経費」を参照）。 

 

３－２ 成果の達成度 

（1）成果1の達成度 

成果1：国家INSETユニット（NIU）のINSETに関する運営管理能力が強化される。 

指標： 

1-1. すべての郡がINSET関連の項目を含む郡予算を作成する。 
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NIUメンバーが実施したINSET関連活動の実績、NIUメンバーのINSET運営管理能力に関す

る専門家の評価、NIUメンバーの自己評価、NIUが実施した研修の参加者からのフィードバッ

ク10などを総合的に考慮すると、成果1は「おおむね達成」されていると判断される。 

    

NIUメンバーのINSET活動の計画・実施能力は、本プロジェクトの活動を通じた実地研修（On 

the Job Training：OJT）や本邦・第三国研修への参加を通じて強化された11。専門家からの技術

指導の下、NIUメンバーは、本フェーズですべての郡に配布されたINSETソースブックの改訂

作業12、郡レベルの関係者を対象にした研修の計画・実施、INSET活動のモニタリングなど

INSET全国展開プログラムの確立及び運営管理にかかわるさまざまな活動を実施した。 

 

表－２ 専門家によるNIUメンバーへの技術移転の内容 

内 容 項 目 手 法 

計画能力 

INSET関連活動のスケジュール作成 

OJT INSET全国展開プログラムの内容検討 

国家ガイドライン・ソースブックの内容検討 

運営管理能力 
INSETソースブックの印刷・配布 

OJT 
郡レベルの関係者を対象にした研修13 

調整能力 

NIC会議の開催14 

OJT 教育省及びGES内のINSET関連事項の調整 

郡及び学校レベル関係者対象研修の調整 

モニタリング・

評価能力 

AIPRの分析 OJT 

サンプリング調査事前モニタリング研修 研修 

研修評価シート（研修参加者のフィードバック）の分析 OJT 

授業観察ツールの改訂 OJT、試行 
出所：プロジェクト資料 

 

専門家及びNIUメンバー自身によると、NIUメンバーの活動計画・実施能力は、予算の状況

（規模、予算配賦のタイミング）に応じて年間INSET研修スケジュールを適切に調整できるよ

うになるなど、著しく向上したものの、モニタリングデータの分析能力にはまだ改善の余地

がある。NIUの計画・実施能力の向上は、2010年より毎年実施されているNT/DMT研修参加者15

のフィードバックからも明らかであり、研修後に実施されている研修評価調査によると、研

修の運営に関する参加者の満足度が2010年から2012年にかけて大幅に向上した。具体的には、

5段階のレーティング（5が最高値）で、2010年の満足度は3.7だったものの、2012年には4.3に

向上した。加えて、表-3に示されているように、NIUが実施した直近の研修やワークショップ

の総合的な評価はすべて5段階評価の4を超えており、参加者より高い満足度が得られている

                                                        
10 これらの要素はPDMでは成果1の指標としては設定されていないものの、終了時評価調査団の判断により、成果1の達成度を

測る判断材料に含めた。 
11 本邦研修・第三国研修の概要、参加者、開催期間等は「付属資料1協議議事録Annex 3-1-3. 本邦研修・第三国研修」を参照 
12 INSETソースブックの配布実績は「付属資料1協議議事録Annex 5. 成果品リスト」を参照 
13 INSET全国展開プログラムにおける研修実績は「付属資料1協議議事録Annex 6. 研修・ワークショップ・会議実績」を参照 
14 NIC会議の開催実績は、「付属資料1協議議事録Annex 6. 研修・ワークショップ・会議実績」を参照。 
15 2010年（PDM改訂前）は、DMT研修は、NT研修と呼ばれていた。 
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ことが確認された。 

表－３ 研修の参加者の満足度 

項目 
DMT研修 郡DIC研修 AIPRワークショップ

（2012年度） （2012年度） （2011年度*） 

総合評価（平均） 4.5 4.5 4.7 

研修の運営 4.3 4.5 4.6 

カリキュラム及び 

コンテンツ・デリバリー 
4.5 4.5 4.6 

講師 4.7 4.6 4.8 

研修教材 4.5 4.4 4.8 

知識及び技術の取得 4.5 4.4 4.7 
＊2011年度第2/3回 

出所：プロジェクト資料 

 

指標の達成度については、成果1には、「すべての郡がINSET関連の項目を含む郡予算を作成

する」が指標として設定されているが、INSET関連項目を含んだ2012年度予算を作成した郡数

（85郡：50.0％）と、同年度にINSET全国展開プログラムに支出をした郡数（140郡：82.4％）

を比較すると、予算の申請・承認と実際の支出は必ずしも関連していないことが確認された。

終了時評価時点では指標は達成されていないものの、中間レビューの提言を受けて、郡教育

事務所長（District Director of Education：DDE）に対する啓発活動が2011年5月と12月16に実施

され、その効果は校長やCS、CLを対象としたINSET運営管理研修の実施件数の増加等（表-5

と表-6を参照）から確認されていることから、INSET関連項目を含めた予算を作成する郡数は

今後増加する見通しである。 

 

（2）成果2の達成度 

成果2：リージョナル・マスター・トレーナー（RMT）17及びディストリクト・マスター・トレ

ーナー（DMT）のINSETに関する指導力が向上する。 

指標： 

2-1. マスター・トレーナー（MT）により、校長（HT）及び指導主事（CS）を対象としたINSET

運営管理オリエンテーション/研修に関するモニタリング活動が定期的に実施される。 

2-2. MTにより、教務主任（CL）を対象としたINSET指導オリエンテーション/研修に関する

モニタリング活動が定期的に実施される。 

                                                        
16 2011年5月に実施された啓発ワークショップは郡教育事務所長協議会のメンバーであるDDEを対象に実施された。41名のDDE

が参加した同ワークショップに比べ、12月に実施されたワークショップには170郡すべてのDDEが参加し、より大きな規模で

行われた。例年、予算は11月までに作成されるため、12月に行われたワークショップは2012年度の予算作成・申請には影響

していない。  
17 当初のプロジェクトデザインでは、成果2は中央レベルNT（NIUメンバー）と州レベルNT（教員養成大学の教授等）のINSET

に関する指導力の強化であった。地方分権化により、各郡でDMTが配置・任命されるようになったため、中間レビュー時に

PDMはこの状況に応じて改訂された。改訂版PDMでは、「州レベルNT」は「リージョナル・マスター・トレーナー（RMT）」

に改名され、郡レベルのマスター・トレーナーは「ディストリクト・マスター・トレーナー（DMT）と命名された。 

成果2の対象には、RMTとDMTの両方が含まれているものの、RMTやDMTのINSET活動経費は各郡が負担することになっ

ており、郡の財政を考慮すると、より現場に近いDMTの能力強化に重点を置くことが、質の高いINSETの運営管理体制構築

に資するとNIUが判断し、プロジェクト活動もDMTの能力強化に集中したため、本終了時評価ではDMTのみを成果2の評価対

象とした。 
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指標の達成度や郡・学校レベル関係者からのDMTの指導やモニタリング活動、SBIにおける

DMTからの指導内容に関するフィードバックなどを総合的に考慮すると、成果2は「おおむね

達成」されていると判断される。 

    

地方分権化により、2011年以降に各郡でDMTが配置・任命されることになったことから、

本プロジェクトでは新しく配置されたDMTに対して、NIUがINSET指導研修（INSETソースブ

ックに基づいた研修）及びINSETモニタリング研修の2種類の研修を実施した。これらの研修

は、郡が実施する校長/CS/CL研修のモニタリング手法及びSBI/CBIのモニタリング時に求めら

れる授業観察シート（Lesson Observation Sheet：LOS）18を使った授業観察能力や科目別の専

門的な技術指導能力の強化を目的とするものである。2012年の時点で、127郡（74.7％）が両

方の研修に参加しており、33郡（19.4％）がどちらか1つの研修に参加していることから、DMT

研修に全参加または部分的に参加した郡の合計は160郡（94.1％）となっている。残りの10郡

（5.9％）の不参加の理由は、主には郡が参加費用を用意できなかったためである。DMT研修

に加え、多数のDMTが本邦研修及び第三国研修に参加した。 

    

成果2の指標（DMTによる郡レベルの研修モニタリング）の達成度については、2012年8月

までに、DMTによる校長/CS対象のINSET運営管理オリエンテーション/研修のモニタリングが

98郡（57.6％）で実施され（指標2-1）、CL対象INSET指導オリエンテーション/研修のモニタ

リングが100郡（58.8％）で実施された（指標2-2）。このモニタリング実績とDMT配置進捗状

況から、DMTが配置されたあとに実施された研修のほとんどは、DMTによるモニタリングの

下実施されたことが確認された。 

 

表－４ DMTによる郡レベルの研修モニタリングの実施率 

研修モニタリング 
指標2-1（校長/CS研修） 指標2-2（CL研修） 

郡数 割合 郡数 割合 

2012年 

（8月時点） 
98 57.6％ 100 58.8％ 

出所：プロジェクト資料 

 

調査団によるインタビュー調査からは、郡・学校レベルの関係者はINSETオリエンテーショ

ン/研修の内容に満足しており、DMTは教員から教科に関する専門的な支援を依頼できる存在

と認識されていることが確認された。ある教員によると、校内で他の教員に相談しても教え

方が分からない難しいトピックについては、DMTに電話で専門的な技術指導を依頼しており、

実際に、教員の要望に応えてDMTが学校訪問したこともある。また、多くの教員が難しいと

考えている電子回路の授業の教え方を、CBIに参加した際にDMTから教わった教員の事例も確

認された。 

    

調査団が観察したSBIでは、DMTは発問方法・教材の使用法などの教授法について、概して

                                                        
18 「付属資料3 授業観察シート」を参照。 
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適切に改善点を指摘していた〔SBI観察記録は「付属資料2 校内研修（SBI）観察記録」を参

照〕。他方で、教科内容については、誤った実験結果に対する指摘がされない場面があったり

したことから、INSETの質を高めていくにはDMT等の郡レベル関係者の科目別の教科知識を

高めていく必要性も確認された。また、LOSを用いた評価については、評価基準より高い評価

点をつける傾向がみられ、評価基準についてより理解を深めることが望まれる。 

    

校長/CS研修とCL研修の効果に関しては、サンプリング調査19の結果にも表れている。同調

査では、INSETソースブックに基づいた校長/CSオリエンテーション/研修とCLオリエンテーシ

ョン、CLソースブック研修を完了した郡と完了していない郡において、教員のSBI/CBIへの満

足度（1-4段階レーティング）に関するアンケート調査が行われた。その結果、校長とCLの

SBI/CBI運営能力の項目に関しては、3種類の研修を完了した郡の教員は完了していない郡の

教員より、2009年、2010年、2011年の3年にわたり、統計的有意差のある高い満足度が示され

た。また、同調査では、3種類の研修を完了した郡の校長と完了していない郡の校長のSBI/CBI

運営能力20（1-4段階レーティング）に関するアンケート調査が行われており、この調査結果

においても、研修を完了した郡の校長が、2011年にはすべての項目で統計的有意差のある高

い満足度を示した。CLについては、授業の質的向上の担い手と期待されるため、教員の能力

向上からCLの能力向上を推察することができる。教員指導力（1-5段階のレーティング）の調

査21では、2011年には、研修を完了した郡の教員が、「授業の目標設定」「児童の活動に応じた

クラスの配置」及び「教材と児童の活動」の3項目において統計的に有意な高い評価を得た。

すなわち、校長（Head Teacher：HT）/CS研修によってHTのSBI/CBI運営能力が向上し、CL研

修は3つの項目において教授法の向上に貢献しているといえる。 

 

（3）成果3の達成度 

成果3：郡INSET委員会（DIC）のINSETに関する運営管理能力、並びに郡教員支援チーム（DTST）

のINSETに関する指導力が強化される。 

指標： 

3-1. 州教育事務所（REO）やDICを対象としたINSET運営管理オリエンテーション/研修が計

画どおり実施される。 

3-2. DTSTを対象としたINSET指導オリエンテーション/研修が計画どおり実施される。 

3-3. 60％以上の郡がHT及びCSを対象としたINSET運営管理オリエンテーション/研修を実施

する。 

 

指標の達成度や学校レベル関係者からの郡レベル関係者（DIC、DTST、CS等）の支援・指

                                                        
19 サンプリング調査は、12郡（パイロット4郡及び第1バッチ8郡）を対象として行われている。 

 パイロット4郡：北部に位置する2郡（Kassena-Nankana郡及びWa Municipal郡）、南部に位置する2郡（Tano South郡及びAssin 

North郡） 

 第1バッチ8郡：北部に位置する4郡（Bango郡、Nadowli郡、Yendi郡及びCentral Gonja郡）、南部に位置する4郡（Sefwi-Wiawso

郡、Mfantsiman郡、Asuogyaman郡及びAdaklu-Anyigbe郡） 
20 SBI/CBIの運営管理に関する項目は、計画・実施及びモニタリング・改善の2セクションに分かれており、各セクションには、

①スケジュール、②予算、③人材、④内容、⑤コミュニケーション、⑥同僚性、⑦CLの教員への専門的な支援、⑧環境、⑨

教訓の活用、⑩記録付けが含まれる。 
21 教員指導力の評価項目は、「表-10 教員の指導力」を参照。 
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導活動に関するフィードバック、SBIにおける郡レベル関係者からの指導内容などを総合的に

考慮すると、成果3は「達成」されていると判断される。本プロジェクトでは、成果3で計画

されていたすべての研修が計画どおり実施され、DICのINSETに関する運営管理能力並びに

DTSTのINSETに関する指導力が強化された。 

    

成果3の指標1については、州・郡レベルのすべての主要関係者に対してINSET運営管理オリ

エンテーション/研修が実施された。具体的には、州レベルでは、2009年に全10州の州教育事

務所長または副所長に対してINSET運営管理オリエンテーション/研修が実施され、郡レベル

では2009年から2011年までに全170郡のDICに対してINSET運営管理オリエンテーション/研修

が実施された。同期間中に研修に参加したDICメンバーの合計数は約1,360名にのぼる。また、

地方分権化により中央・郡レベルの関係者が担う役割や責任に変更があったことから、INSET

ソースブックのモジュール1～2が2011年に改訂され、その改訂に伴い、全郡を対象としたDIC

再研修が2012年に行われた。同研修では、DICのメンバーであるDTO及びAD-Supに加えCSが

参加し、改訂版モジュールの内容及びLOSを用いた授業観察の手法が研修内容に含まれた。 

    

成果3の指標2と3については、DTSTメンバーを対象にした研修の実施郡数は、2012年8月時

点で、カセナ・ナンカナ・ウェスト郡（Kassena-Nankana West）22を除く169郡（99.4％）とな

っている。校長/CSを対象にした研修の実施郡数は2012年8月時点で164郡（96.5％）となって

おり、目標値（60％）を大きく上回った。 

 

表－５ 州・郡レベルオリエンテーション/研修実施率 

 

指標3-1 指標3-2 指標3-3 

REO DIC DTST 校長/CS 

州数 割合 郡数 割合 郡数 割合 郡数 割合 

2009年 10 100％ 69 40.6％ 69 40.6％ 16 9.4％

2010年 - - 110 64.7％ 111 65.3％ 41 24.1％

2011年 - - 170 100.0％ 169 99.4％ 130 76.5％

2012年* - - 170** 100.0％ 169 99.4％ 164 96.5％
* 2012年8 月時点 ** DIC再研修 

出所：プロジェクト資料 

 

学校レベルの関係者へのインタビュー調査では、学校がSBI/CBIを実施する場合は郡レベル

関係者（DICメンバー、CS、DMT、DTSTメンバー等）を招待しており、学期に1度は郡レベ

ルの関係者がSBI/CBIを観察するために学校を訪問していることが確認された。なお、調査団

が訪問した学校のうち2つの学校では、SBIは学期ごとに2回から3回、CBIは学期ごとに1回行

われている。教員によると、郡レベルの関係者がSBIを観察するために学校を訪問する際は、

                                                        
22 カセナ・ナンカナ・ウェスト郡はカセナ・ナンカナ郡（パイロット郡）から分割されてできた新しい郡である。カセナ・ナ

ンカナ郡では郡が分割される前（2007年）にDTST研修が実施されたことから、研修は実施されたものだとNIUは認識してい

た。しかしながら、研修を受講したほとんどのDTSTメンバーはカセナ・ナンカナ・イースト郡（母郡）に残っていることか

ら、カセナ・ナンカナ・ウェスト郡のDICメンバーはDTST研修はまだ同郡では実施されていないと認識していることが2012

年にNIUに報告されたため、同郡に関してはDTST研修は未実施であるということになった。 

 



 

－16－ 

児童中心の教授法等に関して適切なアドバイスを提供したり、授業案の内容を確認したりし

ている。 

    

インタビュー調査結果に加え、調査団が観察したSBIにおいても、DTOやDTSTメンバー、

CSは、教材の使用法及び児童の視点を配慮した双方向のコミュニケーションなど、児童中心

の授業を促進するうえで有用な改善点について助言している様子が確認された。具体的には、

熱の伝わり方の実験を行う際には熱の伝達速度を速めるために（実験に要する時間を短縮す

るために）短い金属棒を使うべきこと、異なる分母の分数の足し算の仕方を教える時は、児

童が概念を理解しやすいように小さな数で計算の練習をさせること、多角形の授業では児童

の質問に耳を傾け、単純な質問の繰り返しは避けるべきであること等のアドバイスが提供さ

れていた。また、授業案に関しても、LOSに沿って授業の目的、中心課題、個々の活動等につ

いて議論がなされていた。 

 

（4）成果4の達成度 

成果4：INSETの体系化及び質の向上に向けたモニタリング・評価体制が確立・強化される。 

指標： 

4-1. CLソースブック研修123を実施した郡教育事務所（DEO）からNIUに提出されるAIPRの

割合が80％以上に達する。 

 

指標の達成度や、中間レビューの提言に応じた教育省の教育管理情報システム（Education 

Management Information System：EMIS）をはじめとする既存の情報源を活用した効率性及び持

続性の高いモニタリングシステムの構築に向けたNIUの取り組み、LOSの開発等を総合的に考

慮すると、成果4は「達成」されていると判断される。 

    

成果4の指標の達成度（CLを対象としたソースブック研修を実施した郡から提出される

AIPRの提出率）については、2011年の提出率は109郡中109郡（100％)、2012年（8月時点）は

154郡中153郡（99.4％）であり、目標値（80％）を大きく上回った。なお、AIPRは全郡がDIC

を通じてNIUに提出するものであり、2012年度の全郡による提出率は98.8％（168郡）であり、

この見方においても目標値の80％を大きく上回っている。 

    

AIPRはプロジェクトで収集しているINSET関連の情報であるが、本プロジェクトでは、効

率的で持続性の高いモニタリングシステム構築のために、INSETソースブック改訂に伴い

AIPRフォームの簡略化や、中間レビューの提言に応じ既存の統計情報等からINSET関連の各

種情報が収集できるように検討を進めるとともに、関係機関への働きかけを行った。その結

果、以下の既存情報源にINSET関連の項目が取り入れられた。 

・ スクール・センサス/教育管理情報システム（EMIS）：教育省統計・研究・情報管理・広

                                                        
23 CLに対する研修は、SBI/CBIの実施方法を学ぶソースブック研修と、SBI/CBIの実践を通じて得た経験共有・意見交換を行う

研修の2段階に分かれている。本報告書では、特に断りがない限り「CLソースブック研修」「CLソースブック研修1」「CL研修」

は、いずれもSBI/CBIの実施方法を学ぶ前者の研修を指す。 
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報局が実施している学校レベルの質問票調査（スクール・センサス）の質問用紙に3つの

INSET関連質問項目が2011/12年から追加された。追加された項目は、①研修受講済みCL

の有無、②SBI/CBIの教科ごとの実施回数、③INSETソースブック3-6の学校の所有状況で

ある。 

・ 年次郡活動計画（Annual District Education Operational Plan：ADEOP）・年次郡活動報告書

（Annual District Performance Report：ADPR）：ADEOPは毎年8月に各郡から提出される活

動計画であり、ADPRは毎年3月に各郡から提出される実績報告書である。本プロジェク

トはAIPRでは捕捉ができないINSET関連の郡予算状況をADEOPに、郡のINSET活動情報

をADPRに取り入れてもらうように、GES基礎教育局や郡教育事務所に働きかけ、その結

果、INSET関連の郡予算状況がADEOPから得られるようになり、 ADPRフォームには、

郡が実施したINSET活動や実施の際に直面した課題等の質問項目が追加された。 

    

上記の2つの情報源に加え、本プロジェクトではSBI/CBIのインタビューシート、学校訪問

モニタリングフォーム、電話モニタリングツール、LOSなどさまざまなモニタリングツールが

開発され、そのいくつかはINSETソースブックモジュール1～2に付属書類として掲載された。

NIUメンバーによると、LOSは15の評価項目24を提示することで、教員の指導力の向上にはど

のような変化が必要であるかという具体的なアイディアを関係者に提供している（「付属資料

3 授業観察シート」を参照）。その一方で、LOSの活用については、いまだ十分な理解には至

っていないことが、SBI観察及びインタビュー調査から確認された。学校レベル関係者は、LOS

はSBI/CBIの授業研究等で利用されるものと考えており、日々の授業を改善するための自己評

価ツールとしては活用されていない。また、DMT及びDTSTメンバーの多くは自らがLOSの使

用方法を十分理解していると述べたが、実際には評価基準より高い点数を付ける傾向がみら

れ、意識と実際の技能にギャップがみられた。 

 

（5）成果5の達成度 

成果5： INSET支援体制が強化される。 

指標： 

5-1. ニュースレターが計画どおり発行される。 

5-2. INSETに関する複数の実践内容が教育政策/システム/プログラムに組み込まれる。 

 

指標の達成度をかんがみると、成果5は「おおむね達成」されていると判断される。 

    

INSETについて広く啓発する目的で2010年に2万部の小冊子、2011年に1万5,000部の初版ニ

ュースレターが全国の州教育事務所、郡教育事務所、小学校に配布された（指標5-1）。また、

                                                        
24 LOSは指導計画能力（授業案の評価）〔Introduction Planning Skills（Assessment of Lesson Plan）〕、教授法・教え方（Teaching 

Methodology and Delivery）、クラス編成・管理（Classroom Organization and Management）の3つのセクションにより構成され

ている。 

1. 指導計画能力（授業案の評価）：①目標設定、②要点、③学習活動、④学習教材 

2. 教授法・教え方：⑤言葉の使い方、⑥ジェネリック・スキルの活用、⑦黒板の使い方、⑧発問方法、⑨児童へのフィー

ドバック、⑩学習教材の活用、⑪児童の参加度、⑫学習活動の活用、⑬授業の評価 

3. クラス編成・管理：⑭教室の設定、⑮クラス・コントロール 
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2012年には3万部の第2版のニュースレターが作成されており、今後、全国の郡・学校レベル

関係者に配布される予定である。当初の計画では、ニュースレターは毎年ガーナ側の予算で

発行される予定であったが、2009年及び2010年はガーナ予算がつかなかったため発行されず、

2011年及び2012年のニュースレターは日本側の予算で発行された。これらの印刷物に加え、

本プロジェクトではDIC研修やAIPRワークショップにおいて、パイロット10郡（INSETプロジ

ェクトフェーズⅠの対象郡）から抽出された経験、教訓の共有や他の郡で行われているグッ

ドプラクティスの共有が行われた。 

    

INSET全国展開プログラムを制度化する本プロジェクトの取り組みにより、同プロジェクト

は以下の教育政策やプログラムに組み込まれた（指標5-2）。 

・ 教育戦略計画（Education Strategic Plan：ESP）2010年～2020年：「ESP2010年～2020年」

は、教育セクターの主要政策文書であり、教員の継続的な専門的能力開発制度の主要

枠組みとなる「初中等教員の資質向上・管理（PTPDM）政策（案）」が教育セクターの

政策のひとつとして明記されている。「ESP2010-2020年」は2011年に教育省により正式

に承認された。 

・ 「初中等教員の資質向上・管理（Pre-tertiary Teacher Professional Development and 

Management：PTPDM）政策（案）」：「PTPDM政策（案）」はINSET全国展開プログラム

の制度化を規定するものであり、同政策にはSBI/CBIへの参加記録が教員の昇進材料と

されるべきことが明記されている。「PTPDM政策（案）」は2012年1月にGES評議会によ

り承認されており、教育省は2013年の3月から4月ごろに同政策を正式に施行する予定

である。 

・ 校長ハンドブック： INSETモデルの概念や実施方法が、改訂版校長ハンドブックに組

み込まれた。 

・ スクール・センサス/EMIS及びADPR：「3-2 成果の達成度（4）成果4の達成度」で述

べたように、INSET関連質問項目が、スクール・センサスの質問用紙及びADPRのフォ

ームに組み込まれた。 

・ 教育のためのグローバル・パートナーシップ基金（Global Partnership for Education：GPE 

Fund）25：教育のためのグローバル・パートナーシップ基金により実施される3年間プ

ロジェクト（「教育のためのガーナ・パートナーシップ基金プロジェクト［Ghana 

Partnership for Education Grant：GPEG］」）が対象とする貧困57郡においてINSET関連の

活動予算（GPEG総額予算は7,550万ドル）が確保された。同プロジェクトでは、LOS

がプロジェクトの効果を測る指標入手手段として採用され、対象57郡のCSへの利用方

法指導と、CSによる学校での授業観察も実施される予定である。 

 

                                                        
25 旧「万人のための教育」（Education for All：EFA）ファースト・トラック・イニシアティブ（Fast Track Initiative：FTI） 
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３－３ プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標：理数科分野において、体系的かつ質の高い現職教員研修（INSET）を全国展

開するための運営管理体制が確立・強化される。 

指標： 

1. 60％以上の郡がCLソースブック研修1を実施する。 

2. CLソースブック研修1にCLが参加した小学校のうち80％以上が、2013年までに理数科の

SBI/CBIを少なくとも年3回実施する。 

3. サンプリング調査として、全国（パイロット10郡及び第1バッチ郡）から選定された学校

において、INSET（SBI/CBI）に関する教員の満足度が、2013年までに平均で2.8ポイント

以上（1-4段階のレーティング）に達する。 

 

指標の達成度をかんがみると、プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに達成される

見込みは高いと判断される。 

    

中間レビュー後に実施された郡レベル関係者を対象とした啓発活動の結果、SBI/CBIの質を

左右する各学校のCLの能力を強化するためのソースブック研修を実施した郡の数は、2012年9

月には90.6％に達しており、目標値の60％を大きく上回った（指標1）。 

 

表－６ CLソースブック研修の実施率 

年度 郡数 割合 目標値 

2009年 15 8.8％

60％以上 
2010年 21 12.4％

2011年（12月時点） 94 55.3％

2012年（9月時点） 154 90.6％
出所：プロジェクト資料 

 

SBI/CBIの実施率（指標2）に関しては、終了時評価時点の指標の達成度を確認するにあた

り、2012年の実績は1月から8月までの実績しかデータが得られなかったため、（目標値の年3

回ではなく）年2回実施した学校の割合をみるのが妥当であると、調査団は判断した。この場

合、CLがソースブック研修に参加した学校のうち、目標とされた回数以上のSBI/CBIを実施し

た学校の割合は57.7％であった。終了時評価時点では、目標値（80％）には達していなものの、

INSETプロジェクト・フェーズⅠでのパイロット郡の経験からSBI/CBIを実施する学校数の割

合は、校長/CS/CL研修を実施した郡数の割合に比例して伸びることが確認されており、それ

に基づいて推計すると、2013年9月には約90％〔57.7％（2012年度の実績）＋30％ポイント（推

定増加値）〕に達することが見込まれる（21頁の「囲み記事1．SBI/CBI実施率の推定」を参照）。

この校長/CS/CL研修の実施率とSBI/CBIの実施率の関係を裏付ける証拠として、本フェーズに

おいても2010年12月から2012年1月までの期間に校長/CS研修及びCL研修の実施率は50％ポイ

ント増加し、2012年のSBI/CBIの実施率は60％ポイント増加している。このことから、2012年

には30％ポイント（校長/CS研修）及び40％ポイント（CL研修）増加していることを踏まえ、

今後の1年でSBI/CBIの実施率も30％ポイント程度増加することが推測される。ただし、この

推定は今後INSETをとりまく環境に、予算拠出状況の悪化のような大きな変化がないことが前

提となる。 
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表－７ SBI/CBIの実施率 

学校 年 
SBI/CBI実施率 

目標値 
頻度 割合 

全国公立小学校 
2012年 

（8月時点）

年3回以上 26.8％ 

80％以上 

年2回以上 38.0％ 

CLソースブック研修に

CLが参加した小学校 

2009年 

年3回以上 

- 

2010年 - 

2011年 17.5％ 

2012年 

（8月時点）

41.7％ 

年2回以上 57.7％ 
出所：プロジェクト資料 

 

また、SBI/CBIの質については、サンプリング調査26で全国から選定された学校において

INSET（SBI/CBI）に関する教員の満足度（1-4段階レーティング、4が最高値）が、2012年8月

時点で平均2.9点となっており、目標値の2.8点を上回っている（指標3）。 

 

表－８ INSETに関する教員の満足度 

年 総合平均（12郡） 目標値 

2009年 2.5

2.8以上 
2010年 2.7

2011年 2.7

2012年（8月時点） 2.9
*INSETに関する教員の満足度は、 全体的な満足度、研修内容、研修環境、校長及び

CLのINSET運営管理能力、参加、自己評価の6項目から評価される。 

出所：プロジェクト資料 

 

学校レベルの関係者へのインタビュー調査からも、学校でのチーム精神が醸成されたこと

からSBI/CBIに満足しているという意見が多く挙げられた。ある教員によると、INSET全国展

開プログラムのSBI/CBIでは教員同士の助け合いが促進され、ほとんどの教員が授業に関する

内容をお互いに教え合うことを業務の一環として捉えはじめたため、以前より同僚に授業の

内容に関する相談をしやすくなり、教員同士で学び合う環境が整いつつある。 

 

                                                        
26 サンプリング調査の対象はパイロット4郡と第1バッチ8郡の合計12郡である。対象郡のリストは、脚注19参照。 
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囲み記事－１ SBI/CBIの実施率の推定 

 

（1）実施率 

研 修 2009年12月 2010年12月 2012年1月 2012年9月

校長/CS研修 9.4％ 24.1％ 76.5％ 96.5％ 

CLソースブック研修1（指標1） 8.8％ 12.4％ 64.1％ 90.6％ 

CLソースブック研修1を完了した学校の

うち、年3回以上SBI/CBIを実施した学校

の割合（指標2）* 

- - 17.5％ 57.7％ 

*ただし、SBI/CBIの実施割合について、2012年の数値は、年2回実施の数値を代用している。 

 

（2）実施率の増加値 

研 修 

実施率の年間増加値（％ポイント）： 

2010年12月～ 

2012年1月 

2012年1月～ 

2012年9月 

校長/CS研修 48.4％/年（導入初年度） 30.0％/年 

CLソースブック1研修（指標1） 47.7％/年（導入初年度） 39.8％/年 

CLソースブック研修1を完了した学校の

うち、年3回以上SBI/CBIを実施した学校

の割合（指標2）* 

- 60.3％/年（導入初年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
INSETプロジェクトフェーズⅠでのパイロット郡の経験からSBI/CBIを実施する学校数の割合は校

長/CS/CL研修を実施した郡数の割合に比例して伸びていることから、本プロジェクトでも同じよう

に伸びると仮定する。そのうえで、各項目の増加値を検討すると、校長/CS研修、CL研修、SBIとも

に、伸び率が高い年（これを導入初年度とする）では約50％～60％の伸び率を記録し、翌年には30

～40％となることが校長研修とCL研修では観察された。同様のことがSBIでも起こると仮定すると、

2013年9月には約90％〔57.7％（2012年度の実績）＋30％ポイント（推定増加値）〕に達することが

見込まれる。 
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３－４ 上位目標達成の見込み 

上位目標： 理数科分野における公立小学校教員の指導力が向上する。 

指標： 

1. サンプリング調査として、全国（パイロット10郡及び第1バッチ郡）から選定された学校

において、教員の指導技能、指導教科の知識などに関する児童の満足度（レーティング）

が2016年までに平均で90％以上に達する。 

2. サンプリング調査として、全国（パイロット10郡及び第1バッチ郡）から選定された学校

において、教員の指導力が2016年までに平均で3.5ポイント以上（1-5段階のレーティング）

に達する。 

 

指標の達成度をかんがみると、上位目標が達成されるにはプロジェクトの終了時から少なくと

も5年以上必要であると判断されるが、サンプリング調査や学校レベルの関係者へのインタビュー

調査、SBIの観察などからは教員の指導力が徐々に向上していることが確認された。 

    

教員の指導技能、指導教科の知識などに関する児童の満足度（指標1）については、全国12郡の

3,000人の児童をサンプルとして調査した結果、2009年には85.3％だったものが、2010年には87.9％、

2011年には88.3％、2012年には88.4％と徐々に向上しており、目標値の90％をプロジェクト終了後

3年から5年で達成する見込みは高い。 

 

表－９ 教員の指導力、指導教科の知識などに関する児童の満足度 

年 総合平均（12郡） 目標値 

2009年 85.3％ 

90％以上 
2010年 87.9％ 

2011年 88.3％ 

2012年（8月） 88.4％ 
*児童の満足度は教員の指導力、授業に対する姿勢、児童に対する態度、児童

の興味に対する姿勢、授業参加、理解度の6項目から評価される。 

出所：プロジェクト資料 

 

調査団が観察したSBIにおける授業研究は特別に良く準備されていたこともあり、発問や手を使

う活動が多く盛り込まれ、児童の集中力が持続していた。また、熱の伝わり方の授業では、導入

時に「調理」という日常の題材を取り上げていた。このように児童の能動的な授業参加、及び生

活知と学習知の結び付けという2点において、児童中心の授業の実践がみられた。教員が一方的に

知識を伝達する従来型の授業に比べ、児童は積極的に授業に参加しており、日常と学習内容の結

びつきにより思考が活性化されていた。 

    

教員の指導力（指標2）については、全国12郡の平均値で2009年の2.6から2012年の2.8に増加し

ているものの、数値の伸び率を考慮するとプロジェクト終了後3年から5年で目標値（3.5）を達成

することは難しいと見込まれる。なお、本指標の調査ツールである授業観察シートLOSは、レベル

1からレベル5までの5段階で教員の指導力・教授能力を評価しているが、レベル3.0以上が児童中心

型授業であり、わが国での平均的教員像がレベル3.0～4.0であることから、3.5という数値は野心的

な目標値である。 
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表－10 教員の指導力 

年 総合平均（12郡） 目標値 

2009年 2.6 

3.5以上 
2010年 3.027 

2011年 2.7 

2012年（8月） 2.8 
教員の指導力は以下の3つの視点から評価されている。 

1. 授業案における目標設定と要点整理（SMART目標の設定28、要点の整理、論理的

な流れ、学習教材、学習活動） 

2. クラス編成・管理（児童の活動に応じたクラスの配置、適切なクラス管理方法） 

3. 教授法・教え方（児童のレベルに合った適切な言葉の使い方、黒板の書き方・使

い方、発問方法とフィードバック、学習教材、学習活動、児童の参加及びジェネ

リック・スキル、児童の理解度の評価） 

出所：プロジェクト資料 

 

学校レベルの関係者へのインタビュー調査では、SBI/CBIの実施により難しいトピックを避けず

に教えることができるようになった、校内でのチーム精神が醸成され教えることに対して自信が

ついた、などのSBI/CBIの効果が確認された。調査団が観察したSBIにおいても、アフリカ諸国で

一般的であった教員が一方的に知識を伝える従来型の授業と比べると、非常に良い教員の指導技

能の例がいくつか確認された。 

    

調査団が観察したSBIは、常に発問と手作業があり、児童が能動的に参加する授業となっており、

一部の授業では、身近な素材を用いて粗悪な既製品よりも機能性の高い実験器具を自作するとい

った改善もみられた。これは、実験の目的に対する本質的な理解があって初めて可能となるので、

本プロジェクトは教科知識の向上にも貢献しているといえる。一方、他の研究授業では不適切な

器具が使われており、その実験の本質が理解されていないところがみられた。また、実験結果の

まとめについては、間違った結論、あるいは、結論が観察より先に考察されるなどの不適切な授

業の進め方が散見された。これは、教科知識や科学的な思考法に対する理解が浅いことに起因す

ると考えられる。発問については、適切な頻度でなされ児童の能動性を保つ目的には適っていた

が、多くは非常に単純な答え、もしくは教科書の記述が回答となるものであり、児童の思考を活

性化するものではなかった。これは、児童中心の授業方法に対するスキルの問題ではなく、教員

自身の教科内容に対する理解の不十分さのため、発問により最も思考を深めるべき中心課題をよ

く理解していないことが原因と考えられる。つまり、本プロジェクトは児童中心の授業の普及に

一定の成果を残しており、教科知識の向上についても一部で貢献しているが、現時点で教員や郡

関係者が十分な教科知識をもっているとは言い難い。教授法が向上しても教科知識が不十分であ

れば良い授業とならないことは上述のとおりであり、教科知識の向上は今後の大きな課題といえ

                                                        
27 2009年の総合平均に比べ、2010年の総合平均は3.0と急激に増加している。調査対象のほとんどの郡でCL研修まで進んでいな

かった2010年に急激に数値が増加したことは、調査者の授業観察能力がこの時点では未熟であったため、評価基準以上に高

い点数をつける傾向があったことが原因と推測される。この推測は、専門家からの継続的な技術移転により、調査者の児童

中心型授業に対する理解が深まった翌年の2011年に、数値が急に2.7に下がったことからも裏付けられている。調査団が観察

したSBIにおいても、LOSなどの評価ツールの使い方が十分に理解されていない場合は、評価が甘くなる傾向があることが見

受けられた。 
28 SMARTとは、目標設定に必要な5つの要素、具体的（Specific）、測定可能（Measurable）、達成可能（Achieveable）、現実的又

は結果志向（Realistic or Result-Oriented）、時間制限がある（Time-bound）を表す単語の頭文字をとったものである。 
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る。 

 

３－５ プロジェクトの実施プロセス 

本プロジェクトでは、専門家とNIUメンバーは、予定されている活動の内容や実施した活動の結

果、全体的なプロジェクトの進捗状況を話し合うために、定期的に会議を行っており、プロジェ

クト内では、概して効率的かつオープンなコミュニケーションがとられていたといえる。さらに、

プロジェクト実施過程で培われた相互信頼関係やINSET全国展開プログラムに対するC/Pの強いコ

ミットメントにより、本プロジェクトは内部及び外部リスク要因に柔軟に対応してきた。プロジ

ェクト実施に大きく影響した3つの要因及びプロジェクトの対応を以下にまとめる。 

 

（1）郡数の増加 

当初のプロジェクト計画では、本プロジェクトは、INSETプロジェクト・フェーズⅠのパイ

ロット10郡、第1バッチの57郡、第2バッチの71郡の合計138郡を対象としてINSET全国展開プ

ログラムを導入する予定であった。しかしながら、2009年に複数の郡が分割されたことから、

全国の合計郡数が138郡から170郡に増加し、協議の結果、本プロジェクトでは全170郡が対象

となった。 

 

表－11 対象郡数の増加 

分 類 
プログラム

導入年 

郡数 
備 考 

当初予定 変更後

パイロット 2008年 10 10 
パイロット郡は全国の各州から１郡ずつ選ばれてお

り、STMプロジェクトの対象3郡29と貧困2郡を含む。

第1バッチ 2009年 57 57 貧困51 郡及びその他の6郡 

第2バッチ 2010年 71 41 第2バッチの対象郡は71郡から41郡に削減 

第3バッチ 2011年 - 62 
第2バッチの対象だった30郡に郡が分割され新しく

できた32郡を追加 

合計： 138 170  

出所：プロジェクト資料 

 

また、当初の計画では第2バッチは71郡が対象となることが予定されていたが、教師教育局

がパイロット郡と第1バッチ郡への継続的な支援が必要であると考慮したことから、第2バッ

チの対象郡は71郡から41郡に削減され、残りの30郡と郡の分割により新しくできた32郡によ

り、当初予定されていなかった第3バッチが形成された。 

 

対象郡数の増加により、研修対象者数やモニタリングの対象となる郡数が増えたため、本

プロジェクトの業務量が大幅に増えた。 

 

（2）中央レベルから郡レベルへのINSET関連予算の移譲 

地方分権化により、プロジェクトの当初の段階で、ほとんどのINSET関連予算が中央レベル

                                                        
29 STMプロジェクトの対象郡は以下の3郡である。Akuapem North郡〔イースタン州（Eastern Region）〕、Adansi North郡（アシャ

ンティ州）、Tamale Metro郡（ノーザン州） 
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から郡レベルに移譲され、INSET活動の予算確保はDDEの責任となった。プロジェクト実施環

境の変化に対応するために、中間レビューではPDMが改訂された。 

 

改訂版PDMに基づき、郡レベル関係者のINSET活動への理解を向上させ、INSET関連予算を

確保するために、本プロジェクトでは、郡教育事務所長協議会のメンバーであるDDEへの啓

発ワークショップ（2011年5月）や全170郡のDDEを対象にした啓発ワークショップ（2011年

12月）をはじめとする、郡レベル関係者を対象としたさまざまな活動を実施した。さらに、

DTOが参加するAIPRワークシップでは、研修の進捗に応じて全170郡を分類し、その結果を共

有するとともに、中間レビューの提言に応じて、SBI/CBI実施実績に基づきモデル郡を指定し、

当該モデル郡に対して国別研修への参加など集中的投入を行った。これらの取り組みの結果、

郡レベル関係者のINSET活動に対するモチベーション及びオーナーシップが向上し、郡レベル

のINSET研修の実施率が2011年から2012年にかけて急激に増加した。 

 

（3）予算にかかわる課題 

本プロジェクトは、ガーナ政府予算の拠出の頻繁な遅延及び不十分な予算配賦30により、英

国国際開発省（Department for International Development：DFID）による教育セクター財政支援31

と日本側の追加投入に大きく依存して実施されてきた。予算に関する課題により、プロジェ

クト活動の調整に係る業務量が増えるとともに、郡レベルや学校レベルの関係者に金銭的な

負担がかかった。 

    

NIUが実施するDIC研修やDMT研修などの活動は、DFIDのセクター財政支援が郡に拠出さ

れるタイミングに合わせて、実施時期が調整された。NIUメンバーは郡教育事務所と綿密なコ

ミュニケーションをとることにより、DFIDのセクター財政支援が郡に拠出されるタイミング

を十分に把握し、各郡が確実に研修に参加できるようにしていた。加えて、中央レベルのINSET

活動を促進するために日本側が追加的な投入を行った。当初の予定では、INSETソースブック

とニュースレターの印刷費はガーナ側によってすべて負担されることになっていたものの、

ガーナ側によるINSETソースブック印刷費の負担率は63％にとどまり、残りは日本側が負担し

た。ニュースレターの印刷費については、ガーナ側の予算が確保されなかったため、2009年

と2010年にはニュースレターは発行されなかった。 

 

                                                        
30 予算拠出の遅延及び不十分な予算配賦の原因には、財務経済計画省の統合財務情報管理システム（Ghana Integrated Financial 

Management Information System：GIFMIS）の導入の影響や公務員の新給与制度（Single Spine Salary Structure：SSSS）の導入

の影響などが挙げられているが、公式な説明は行われていない。 
31 本プロジェクトへの投入に対するガーナ側の見解は、DFIDによる教育セクター財政支援もガーナ政府の予算の一部というこ

とだが、DFIDはガーナ側がセクター財政支援に依存し、給与以外の政府予算が拠出されていない状況を深く懸念している。

本来であれば、財政支援は、政府予算に上乗せ（トップ・アップ）させるべきものであるが、2012年においては、政府予算

の代替となってしまっている。 
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表－12 INSETソースブックの印刷部数及びコスト負担 

モジュール 印刷部数 

No. タイトル 対象 ガーナ側 日本側 合計 

1/2 郡レベルINSETのガイドライン/マニュアル

（District Guidelines and Operational Manual 

for District Level INSET） 

郡 

4,600部 0部 4,600部 

100％ 0 100％ 

3 校内研修・クラスター研修マニュアル 

［ School-Based and Cluster-Based INSET 

（SBI/CBI）Manual］ 

学校 

23,600部 13,341部 36,941部 

64％ 36％ 100％ 

4 教授法 

（General Pedagogy） 

23,600部 13,341部 36,941部 

64％ 36％ 100％ 

5 算数の授業案集 

（Sample Lesson Plans in Mathematics） 

23,600部 13,341部 36,941部 

64％ 36％ 100％ 

6 理科の授業案集 

（Sample Lesson Plans in Science） 

23,600部 13,341部 36,941部 

64％ 36％ 100％ 

1/2 郡レベルINSETのガイドライン/マニュアル

（改訂版） 
郡 

0部 5,233部 5,233部 

0％ 100％ 100％ 

合計：
99,000部 58,597部 157,597 

63％ 37％ 100％ 

出所：プロジェクト資料 

 

郡教育事務所が実施するINSET関連活動（校長/CS研修、CL研修、モニタリング等）につい

ても、DFIDの教育セクター財政支援で活動が実施されている。2012年度のガーナ側予算は、

会計年度の終期に近い11月時点においても、DFIDから拠出される財政支援と給与以外には全

く支出されていない。調査団がインタビューしたDDEによると、郡レベル関係者によるモニ

タリング費用などINSET関連活動の費用は個人が負担したり、個人的に立て替えていることが

確認された。また、郡レベルのINSET活動を促進するため、日本側は各郡でのモニタリングを

強化するためのバイク30台、NIUのモニタリング経費、パイロット郡及び第1バッチのDMT研

修費用、DIC再研修費用など、当初予定していなかった費用を負担することとなった。 

    

学校レベルでは、キャピテーション・グラント32の支出の遅延がSBI/CBI実施に多少影響を

及ぼした。キャピテーション・グラントは学期ごとに配賦されることになっているものの、

2011/12年度の2学期（2012年1月～4月）分はいまだ配賦されておらず、1学期分（2011年9月～

12月）と3学期分（2012年5月～7月）の配賦も大幅に遅れた33。学校レベルの関係者に対する

インタビュー調査では、校長や教員がSBI/CBI実施に必要な学習教材費や軽食代、CBIに参加

する交通費を個人的に立て替えたり、内部調達資金34から支払ったりしている場合が少なくな

いことが分かった。校長や教員は、キャピテーション・グラントがない状態でSBIよりコスト

がかかるCBIを実施することは難しいと認識している。 

 

                                                        
32 児童数に応じ、学校へ支給される補助金。児童1名につき、年に4.5ガーナ・セディ（1学期当たり1.5ガーナ・セディ）が支給

されている。グラントの対象は、基礎教育レベル（幼稚園、小学校、中学校）である。 
33 3学期分（2012年5月～7月）は、2012年の10月末に郡教育事務所に配賦され、今後、学校に郡から配賦される予定である。 
34 学校で毎週水曜日に行われるお祈りの時間に児童から集める募金などのことを指す。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

基礎教育の質の向上は、ガーナ国民のニーズとも合致しており、ガーナ政府の開発政策、日本

政府の援助政策との整合性が高く、本プロジェクトのアプローチも教員の指導力を向上するため

に適切であることから、妥当性は「高い」と評価される。 

 

（1）受益者のニーズとの整合性 

ガーナでは、1995年に「基礎教育義務化・無償化・普遍化プログラム」の導入に伴い、就

学率の急激な上昇に応じ、教員数も大幅に増えたが、十分な訓練を受けていない教員の割合

が増加し、教育の質の改善が急務となった。2005年、2007年、2009年、2011年に実施された

学習状況調査試験では、調査対象の公立小学校児童のうち、算数の十分な習得レベルに達し

ている割合は、3分の1以下でしかない。 

 

（2）ガーナ政府の開発政策との整合性 

この状況を受けて、ガーナ政府は、「中期国家開発計画2010年～2013年」において、INSET

の制度化が初等教育レベルの教員の指導力と学習の成果を向上するために必要な政策だと謳

っており、「教育戦略計画（ESP）2010年～2020年」ではINSET全国展開プログラムの制度化

を規定する「初中等教員の資質向上・管理（PTPDM）政策（案）」が教育セクターの政策とし

て明記されている。「PTPDM政策（案）」では、INSET（SBI/CBI）は初中等教員の継続的な専

門的能力開発のための主要プログラムとして位置づけられている。 

 

（3）日本の対ガーナ援助政策との整合性 

わが国の対ガーナ共和国国別援助方針（2012年）には、「保健・理数科教育」が4つの重点

分野の1つとして位置づけられている。「日本の教育協力政策2011-2015」は、万人への質の高

い教育の提供を重点分野のひとつとしており、教員研修は教育の質を高めるひとつの戦略と

して位置づけられている。第4回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on Africa 

Development：TICAD IV）で採択された「横浜行動計画（2008年）」では、10万人の理数科教

員に対する研修の提供を日本政府の公約として挙げており、本プロジェクトは本公約達成に

貢献するものである。加えて、わが国はアフリカにおける理数科教員を対象とした能力開発

プロジェクトを多数実施してきた実績があるため、理数科教育の強化を実施するうえで十分

な経験及び技術の比較優位性を有している。 

 

（4）プロジェクトアプローチの適切性 

低コストで実施できるSBI/CBIは、予算確保が困難なガーナの教育セクターの状況に適した

教員研修アプローチである。SBI/CBIの実施においては、研修の内容によっては学習教材費が

不要であり、研修が実施される時間帯によってはジュースやお菓子など軽食代を捻出する必

要もなくなる。校内や近隣校で実施されるため、低コストで実施できることから、より多く

の教員に対して研修を提供することができる。また、SBI/CBIが促進する「児童中心の教授法」

は教育の質を向上させる戦略として適切である。児童中心アプローチは世界でも主流な教授
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法であり、ガーナの教員養成大学でも採り入れられているものの、児童のクリティカル・シ

ンキング能力（「自分で考える力」））を育成し、思考を活発化させるというアプローチの本質

は十分に理解されておらず、教育者のなかには児童中心アプローチをハンズオン活動やグル

ープ活動と同等のものとして認識するなど、間違った理解をしている者もいる。このような

状況において、教員の児童中心アプローチに対する理解を深めることは教員の質を向上する

うえで必要である。 

 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は「比較的高い」と評価される。プロジェクト目標（体系的かつ質の

高いINSETを全国展開するための運営管理体制の確立）の達成見込みは高く、成果とプロジェクト

目標の因果関係も明確であるものの、INSETの質を更に高めていくには、SBIの研修材料、トピッ

ク、授業案等の提供や経験共有、リフレッシャー研修などを通して、NIUや郡関係者の教科知識等

を継続的に改善していく必要性がある。 

 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

「3-3プロジェクト目標達成の見込み」で述べたとおり、プロジェクト終了時までにプロジ

ェクト目標（体系的かつ質の高いINSETを全国展開するための運営管理体制の確立・強化）が

達成される見込みは高い。指標として設定されているCL研修の実施率及び教員のINSETに対

する満足度は、終了時評価時点で目標値を上回っている。また、CLがソースブック研修に参

加した学校のうち、必要とされる回数以上のSBI/CBIを実施した学校は終了時評価時点で

57.7％であり、目標の80％には達していないものの、1年後の2013年9月には推計で約90％に達

することが見込まれる。 

    

INSET（SBI/CBI）の効果は、校長や教員など学校レベルの関係者に対するインタビューか

らも確認されており、インタビュー調査では、多くの教員がSBI/CBIの実施により、授業の教

え方や進め方などに関する相談を同僚に持ちかけやすくなり、教員同士で学び合う環境が整

ったと答えている。ある教員によれば、INSET全国展開プログラムのSBI/CBIでは教員同士の

助け合いが促進されるため、ほとんどの教員が授業に関する内容をお互いに教え合うことを

通常業務の一部として認識するようになった。 

 

（2）プロジェクト目標と成果の因果関係 

本プロジェクトの5つの成果は、体系的かつ質の高いINSETを全国展開するための運営管理

体制の確立に必要なすべての要素（中央レベルのINSET運営管理及び指導能力：成果1、郡レ

ベルのINSET運営管理及び指導能力：成果2と成果3、モニタリング・評価体制：成果4、制度

面及び組織面のINSET支援体制：成果5）を網羅しており、成果の産出はプロジェクト目標の

達成に直接つながっている。「3-2 成果の達成度」で述べたとおり、期待された成果はおおむ

ね達成されており、INSETを全国展開するための運営管理体制を確立するための行政面、技術

面での確固たる基盤が整っている。今後、INSETの質を更に高めていくには、INSETの質の改

善で非常に重要な役割を担うDMTなど郡関係者の科目別の教科知識の向上が必要である。 
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（3）研修教材の適切性 

諸々のプロジェクト関係者とのインタビュー及び教材内容を精査した結果、本プロジェク

トで開発・改訂されたINSETソースブックやその他の研修教材（パワーポイント資料等）は

INSETに関する運営管理能力及び指導力を向上させるうえで効果的であり、成果の産出及びプ

ロジェクト目標達成に貢献していることが確認された。INSETソースブックはモジュール1～2

（郡関係者用）、モジュール3～6（学校関係者用）の5冊で構成されており、モジュール1～2

は少なくとも20部ずつ全国の郡教育事務所（DEO）に配布されており、モジュール3～6は全

国の公立小学校に2部ずつ（校長1部、CL1部）に配布されている。教材は、全般的に使い勝手

が良く、読みやすい構成になっている。各モジュールの概要及び利便性は以下のとおりであ

る。 

    

・ モジュール1～2（郡レベルINSETのガイドライン/マニュアル）：郡レベル関係者を対象と

したINSET運営管理マニュアルである。論理的な流れに沿って簡潔にまとめられており、

使い勝手の良いものになっている。付属書類として各種INSET記録フォームが添付されて

いる。 

・ モジュール3（校内研修・クラスター研修マニュアル）：校長・CLを対象としており、SBI/CBI

の運営管理に必要な知識を網羅している。モジュール1～2と比較すると、記述内容に概

念的な要素が多く含まれており、比較的、難易度が高いものとなっている。 

・ モジュール4（教授法）：教員を対象としており、児童中心アプローチを使った授業の計

画や実施方法などの教授法がまとめられており、学習活動の例を紹介している。実用的

な内容ではあるものの、記述内容に概念的な要素が多く含まれており、難易度が高いも

のとなっている。 

・ モジュール5及びモジュール6（授業案集）：算数（モジュール5）と理科（モジュール6）

の授業案を記載している。実用的であり、分かりやすい内容だが、各モジュールには5つ

のトピックの授業案しか含まれていないため、モジュールでカバーされていないトピッ

クの授業案をモジュールと同じような質で作成するには、非常に高いレベルの教科知識

と技術を要する。 

    

INSETソースブックは郡・学校レベルの関係者から高く評価されており、調査団が訪問した

学校のひとつでは、教員が自己負担でINSETソースブックをコピー印刷し、使用しているケー

スもあった。 

 

４－３ 効率性 

プロジェクト活動実施に必要な投入はおおむね適切に実施され、有効活用され、成果達成に寄

与したが、郡・学校関係者の高い離職率や予算拠出の遅延など、成果達成の阻害要因があり、効

率性は「中程度」と判断される。 

 

（1）成果の達成度と実施された活動の因果関係 

プロジェクトに影響を与える外部環境の大きな変化（郡数の増加、郡への予算の移譲）を

考慮して、中間レビュー時にPDMが改訂され、DDEへの啓発ワークショップの実施、INSET
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ソースブックの改訂（モジュール1～2）、既存統計システム等の情報源の活用など成果を産出

するために十分な活動が実施された。 

    

本プロジェクトではNIUメンバーやDMT、DICメンバーをはじめとする多くの関係者が本邦

研修や第三国研修に参加したことにより、INSET実施の能力が強化された。プロジェクト関係

者へのインタビューによると、研修参加により得られた知識は、適切に関係者と共有され、

INSET全国展開プログラムにおける各自の役割や責任を果たすために有効活用されている。具

体的には、NIUメンバーは本邦研修や第三国研修で習得した知識をDMT研修やDIC研修等で共

有しており、郡教育事務所から参加した関係者は帰国後、郡教育事務所で郡レベルの関係者

（DICメンバー、DMT、DTST、CS等）に対してプレゼンテーションを実施したり、学校レベ

ルの関係者への研修や学校モニタリングの際に習得した知識を共有したりしている。 

 

（2）効率性を向上した要因 

理数科における小学校教員のINSET制度構築に対するわが国の継続的な技術支援が、本プロ

ジェクトの効率性を高めている。JICAは、2000年から2005年に「ガーナ小中学校理数科教育

改善計画（STMプロジェクト）」を支援し、それに引き続き2005年から2008年に「現職教員研

修政策実施支援計画（INSETプロジェクト・フェーズⅠ）」を支援している。本プロジェクト

では、INSETプロジェクト・フェーズⅠで開発されたINSETソースブックやその他の教材等が

有効活用された。また、これらのプロジェクトの実施に関与した専門家を継続的に本プロジ

ェクトに投入することにより、これまでに蓄積されたガーナの教育セクターに関する理解な

どが有効に活用され、円滑な活動の実施に貢献した。 

    

中間レビューの提言に応じ、モニタリング・評価体制の確立にあたり既存の統計情報シス

テムとの連携や、各郡所属のCSの学校レベルでのモニタリングへの活用を成功裏に進めてい

ることも本プロジェクトの効率性を高めている。「3-2 成果の達成度」で述べたとおり、本プ

ロジェクトでは、関係機関への働きかけを行い、EMIS、ADEOP、ADPR等の既存情報源から

郡・学校レベルのINSET関連情報を入手できるようになり、NIUへの業務負担が削減された。

また、モニタリングの予算が限られている状況で、各学校を巡回指導することが本来業務で

あるCSを活用することにより、コスト面での効率性が向上した。 

 

（3）効率性を阻害した要因 

活動から成果に至るまでの外部条件にかかわる2つの課題（郡・学校関係者の高い離職率や

予算拠出の遅延）が、本プロジェクトの効率性を低下させる要因となっている。離職率につ

いては、第1バッチで研修したDDE59名のうち38名（64％）が2年間で離職し、第2バッチで研

修した43名のうちなか14名（33％）が1年間で離職している。加えて、第1バッチで研修した

郡研修担当官59名のうち18名（31％）が2年間で離職し、第2バッチで研修した43名のうち8名

（19％）が1年間で離職している。 

    

予算拠出の遅延や不十分な予算配賦については、「3-6 プロジェクトの実施プロセス」で述

べたとおり、DFIDの教育セクター財政支援と日本側の追加投入に大きく依存して実施された。
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予算拠出の遅延はプロジェクト活動の調整業務量を増やすとともに、郡レベルや学校レベル

の関係者に金銭的な負担をかけた。キャピテーション・グラントの遅配により、SBIより多く

の予算を必要とするCBIの円滑な実施に若干支障を来した。 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは「中程度」と判断される。指標の達成度をかんがみると、上位

目標が完全に達成されるのは、プロジェクト終了後から少なくとも5年以上かかることが見込まれ

る。一方で、他ドナーがINSET全国展開プログラムを支援する動きや、理数科以外の他教科への

INSETの広がりなどの波及効果が確認されたものの、高い離職率と予算拠出の遅延がインパクトの

阻害要因となっている。 

 

（1）上位目標の達成見込み及びプロジェクト目標との因果関係 

本プロジェクトの上位目標（理数科分野における公立小学校教員の指導力の向上）には、

教員の指導力、指導教科の知識などに関する児童の満足度及び教員の指導力の2つの指標が設

定されている。サンプリング調査として全国12郡の3,000人の児童を調査した結果、児童の満

足度は2009年の85.3％から2012年の88.4％に徐々に向上しており、目標値の90％をプロジェク

ト終了後3年から5年で達成する見込みは高い。 

    

一方、教員の指導力（1-5段階のレーティング）については、全国12郡の平均値で2009年の

2.6から2012年の2.8に増加しているものの、数値の伸び率を考慮するとプロジェクト終了後3

年から5年で目標値（3.5）を達成することは難しいと見込まれる。なお、本指標の調査ツール

である授業観察シートLOSは、レベル１からレベル5までの5段階で教員の指導力・教授能力を

評価しているが、レベル3以上が児童中心型授業であり、わが国での平均的教員像がレベル3

～4であることから、3.5という数値は野心的な目標値であるといえる。 

    

INSET（SBI/CBI）の教員の指導力への効果については、学校関係者のインタビューやSBI

観察からも、INSET全国展開プログラムの実施により、教員の指導力が向上したことが確認で

きたため、今後も継続的に向上していくことが見込まれる。教員に対するインタビュー調査

からは、以前は難しいトピックについては避けて教えないこともあったが、SBI/CBIに参加し

たり他の教員に相談したりすることにより苦手意識を克服することができた、校内でのチー

ム精神が醸成され教えることに対して自信がついた、などのフィードバックが得られた。ま

た、ある教員によると、児童中心アプローチを導入したことで、児童が授業により集中する

ようになり、学ぶことを楽しむようになったとのことである。具体的な例として、実験に興

味をもった子どもが風邪をひいた際に、授業が面白いからどうしても学校へ行きたいと親に

伝えたケースもあった。また、調査団が観察したSBIからは、本プロジェクトは児童中心の授

業の普及に一定の成果を残しており、教科知識の向上についても一部で貢献しているが、教

員や郡関係者の教科知識に改善の余地があることが確認された。 

 

（2）上位目標とプロジェクト目標の因果関係 

本プロジェクトの上位目標とプロジェクト目標の因果関係は適切であり、その適切性はサ
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ンプリング調査の統計結果からも裏付けられている。サンプリング調査では、INSET全国展開

プログラムの実施により、さまざまな研修（DMT研修、DTST研修、CL研修等）を通じて教

員の指導力が向上されたことを示している。同調査では、INSETソースブックに基づいた校長

/CSオリエンテーション/研修とCLオリエンテーション、CLソースブック研修を完了した郡（グ

ループA）と完了していない郡（グループB）では、グループAの郡の教員の指導力の方が高

い評価を得た。2009年には、2つのグループの評価にはさほど大きな違いはなかったものの、

グループAの総合評価は2010年には3.4、2011年には2.9だったのに比べ、グループBの総合評価

は2010年に2.7、2011年に2.6となり、統計分析の結果35からも、統計的有意差が確認された。

SBI/CBIの効果においても、同様の傾向が確認されており、SBI/CBIに参加したことのある教

員の指導力の評価結果は2010年に3.1、2011年に2.8であるのに対し、SBI/CBIに参加していな

い教員の指導力の評価結果は2010年に2.8、2011年に2.4であった。 

 

（3）上位目標達成の貢献要因・阻害要因 

上位目標の達成への貢献要因として、INSETの実施を通じた教育の質の改善における本プロ

ジェクトと他ドナー〔国連児童基金（The United Nations Children's Fund：UNICEF）、米国国際

開発庁（United States Agency for International Development：USAID）、世界銀行、DFID等〕の

協力が挙げられる。UNICEFは、基礎教育とジェンダー平等化のプログラム・コンポーネント

で、本プロジェクトで構築された行政管理枠組み（中央レベルではNIU、郡レベルではDIC）

を通じ、国語、算数、理科などの科目でINSET実施を支援している。「教育のためのガーナ・

パートナーシッププロジェクト36」では、貧困57郡において、LOSを活用したINSETモニタリ

ングの研修及び学校へのグラント支援を通じて、3つの主要科目（国語、算数、理科）のSBI

実施が促進される予定である。一方において、郡・学校関係者の高い離職率や予算拠出の遅

延が上位目標の達成への阻害要因となっている。 

 

（4）波及効果 

NIUによると、グレーター・アクラ州のレドゾクク・クロウォール（Ledzokuku-Krowor 

Municipal）郡やガ・ウェスト（Ga West Municipal）郡、アシャンティ州のアマンシエ・セント

ラル（Amansie Central）郡やアサンテ・アキム・ノース（Asante Akim North Municipal）郡な

どのいくつかの郡の小学校では国語（現地語及び英語）でもSBI/CBIを実施している。また、

調査団が訪問した小学校のなかでも、宗教や美術などの科目でSBIを行っている学校があった。 

 

４－５ 持続性 

INSETがガーナの教育セクターの優先プログラムのひとつとして位置づけられ、更なる制度化に

向けた土台が築かれたものの、能力強化した人材の定着や継続的な予算の確保、関係者の技術を

更に高めることの必要性などの懸念材料があることから、本プロジェクトの持続性は「中程度」

である。    

                                                        
35 本統計分析ではT検定が行われた。 
36 教育のためのグローバル・パートナーシップ基金/旧「万人のための教育」（Education for All：EFA）ファスト・トラック・イ

ニシアティブ（EFA-FTI）によるプロジェクト 
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（1）政策・制度面 

INSET全国展開プログラムの制度化を規定する「PTPDM政策（案）」が「ESP2010年～2020

年」では教育セクターの政策として明記されており、INSETは初中等教員の継続的な専門的能

力開発のための主要プログラムとして位置づけられていることから、政策・制度面での持続

性は確立されている。 

 

（2）組織面 

組織面では、INSETソースブックモジュール1～2（改訂版）に各関係者のINSET全国展開プ

ログラムにおける役割及び責任が明記されており、国家INSETガイドライン（中央政府・郡レ

ベルのオリエンテーション/研修ガイドライン37）も改訂中である。加えて、INSETの行政構

造は他のドナーにも広く認識されており、類似プロジェクトを実施する際に有効活用されて

いる。INSETモニタリングシステムを既存の統計システムなどの情報源（EMIS、ADEOP、

ADPR）と連携させることにより、モニタリングの持続性が高まっている。組織面での持続性

を更に高めるには、「PTPDM政策（案）」の実施への取り組みを教育法778（2008年）に基づき

設置された国家教員評議会と協力して進めていく必要がある。 

 

（3）財政面 

財政面については、教育のためのグローバル・パートナーシップ基金のプロジェクト対象

57郡に関しては、プロジェクト期間の3年という短期間ではあるが持続性は確保されている。

ガーナ教育サービスは、INSETは国家プログラムであるため、INSET関連項目を含む予算が中

央・郡・学校レベルで作成されると言及しているものの、プロジェクト期間中の予算配賦実

績をかんがみると、他の郡に関しても必要な予算が拠出されるか見通しは不明瞭である。

「PTPDM政策」が正式に施行されることにより、INSETプログラムの予算状況が改善される

可能性はある。 

 

（4）技術面 

さまざまな研修（OJTを含む）を通じて、体系的かつ質の高いINSETを全国展開するための

運営管理体制の確立に係る技術基盤が確立された。INSETの運営管理方法や行政手続きにかか

わる詳細はINSETソースブックモジュール1～2に簡潔にまとめられており、改訂中の国家

INSETガイドラインにも明記される予定である。 

    

NIUメンバーはINSET活動を調整するためには十分な技術移転を受けたものの、モニタリン

グデータ管理・分析能力には改善の余地がある。郡レベル関係者においてもINSETの運営管理

や指導にかかわる基礎的な研修は行われたものの、リフレッシャー研修を行うなどして、継

続的に能力強化を行う必要がある。また、LOSは、理想的な児童中心型授業のあり方を明示し、

授業の改善に資する有効なツールとしてSBIで活用されているものの、郡・学校レベルの関係

者はLOSの使い方や5段階の点数の意味を十分に理解しておらず、点数の説明記述に合ってい

ない場合にも高い点数をつけてしまう傾向があることがSBI観察により確認されたことから、

                                                        
37 Orientation/Training Guidelines for the Central and the District Level 
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郡・学校レベルの関係者におけるLOSの正しい使い方などには改善の余地があると判断された。

なお、効率性やインパクトの箇所でも述べたとおり、関係者の高い離職率が技術面での持続

性・自立発展性に対する懸念材料となっている。 

 

４－６ 貢献要因及び阻害要因 

（1）効果発現に貢献した要因 

1）計画内容に関すること 

・ SBIの費用対効果の高さ：SBI/CBI方式による教員の能力強化は低コストで実施できる

ため、政府予算（キャピテーション・グラント）の遅配が深刻であるにもかかわらず、

実施数は大幅に伸びた。研修の内容や研修実施の時間帯によっては、学校は学習教材

費や軽食代を拠出する必要がない。 

・ チーム精神の醸成：INSET全国展開プログラムのSBI/CBIでは、教員同士の助け合いが

促進されるため、学校でのチーム精神が醸成され、教員同士で学び合う環境が整いつ

つある。 

・ 技術支援の継続性：わが国による技術協力が2000年より継続的に実施されているため、

前フェーズで開発されたINSETソースブックやその他の研修資料などの成果品が本プ

ロジェクトで十分に有効活用・改訂された。継続的に支援を行うことで、効率性が向

上し、成果品の質も向上した。 

 

2）実施プロセスに関すること 

・ ガーナ側の強いコミットメント：C/PであるNIUメンバーや郡・学校レベルの関係者の

INSETに取り組む意欲が高い。 

・ 変化への柔軟な対応：プロジェクトは、郡数の増加（138郡から170郡）及び地方分権

化に伴うINSET予算の郡への移譲などの大きな変化に対し柔軟な対策を講じ、成果を上

げた。 

・ 郡の競争意識の促進：AIPRのデータから郡ごとのINSET実施状況をランクづけし、そ

れを郡研修担当官が参加するワークショップで発表した。その結果、郡の間で競争意

識が高まり、INSETの実施数が増加した。 

 

（2）問題点及び問題を惹起した要因（詳細及び対応状況については、「3-5 プロジェクトの実施

プロセス」を参照のこと） 

1）計画内容に関すること 

高い離職率と予算拠出の遅延：高い離職率と予算拠出の遅延はINSET運営体制全般に影響

した。 

 

2）実施プロセスに関すること 

・ 予算の郡への移譲：急速な地方分権化による予算の郡への移譲により、INSET活動の予

算作成は郡教育事務所の責任となった。この変更により、NIUの郡レベル予算に対する

コントロールが難しくなったため、郡以下への研修が当初一定期間停滞した。 

・ 郡数の増加：郡数の増加により、INSETに関連した研修対象者数やモニタリングの対象
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となる郡数が増加し、効率性が低下した。 

 

４－７ 結 論 

本プロジェクトは、郡数の増加、並びに地方分権化によるINSET関連予算の郡への移譲など、外

部環境の大きな変化に柔軟に対応し、総じて優れた成果を産出している。具体的には、中央・郡・

学校レベルの関係者の能力強化、INSET実施状況のモニタリング体制の構築、及びINSETの制度的

な支援の仕組みづくりが主な成果である。 

    

政策やニーズとの整合性の高さ、及びプロジェクトアプローチの適切性から妥当性は「高い」。

プロジェクト目標の達成が見込まれ、成果が目標達成に資することも明確であるが、INSETの質を

更に高めていくにはDMT等の郡関係者の科目別の教科知識を継続的に高めていく必要性があり、

プロジェクト目標の達成は、今後INSETをとりまく環境に予算拠出状況の悪化のような大きな変化

がないことが前提となることから、有効性は「比較的高い」。一方、プロジェクトの効率性、イン

パクト及び持続性は、予算拠出の遅延、郡関係者の高い離職率などの阻害要因があり、「中程度」

である。 

    

以上より、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標は達成が見込まれることをかんがみて、

本プロジェクトは予定どおりに終了することが妥当であると、本調査団は結論づけるものである。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

（1）短期（プロジェクト終了時までにプロジェクト側が実施すべき事項） 

1）INSET国家ガイドライン改訂作業の確実な完了 

INSETソースブックモジュール1～2は、地方分権化による外部環境の変化やプロジェクト

の実施過程で導かれた教訓（CSをモニタリング活動に積極的に取り込む必要性など）をか

んがみて、INSET関係者の役割及び責任を再定義するために、2011年に改訂された。INSET

ソースブックモジュール1～2（改訂版）には、中央・郡・学校レベル関係者の役割と責任

が簡潔にまとめられているものの、地方分権化による外部環境の変化やプロジェクトの実

施過程で導かれた教訓を反映させたNIUの役割及び責任を詳細に明記した「INSET国家ガイ

ドライン」の改訂作業を確実に完了されることも、今後のINSET実施体制の維持にとって非

常に重要である。加えて、同ガイドラインは効果的かつ効率的な中央レベルのINSET運営管

理について明確な方針を示しており、「INSET国家ガイドライン」の改訂を計画どおりプロ

ジェクト期間内に完了することは、プロジェクトの持続性を確保するうえで極めて重要で

ある。したがって、本調査団は、早急にガイドライン改訂作業を完了させ配布するととも

に、関係者に対するセミナーを開催することを提言する。さらに、今後起こり得る外部環

境の変化（対象郡数の増加、予算配賦の流れの大きな変化等）をリスト化し、対応策を検

討することを提言する。 

 

2）授業観察シートマニュアルの開発及び研修の実施 

現在、全国の小学校に配布済みのLOSは、児童中心の教授法の判断基準となる15項目につ

いて5段階の点数による定量的評価の枠組みを提供するものである。児童中心型授業の実施

をめざすうえで、LOSは15評価項目でめざすべき方向性を明確に示していることから、授業

の改善に資する有効なツールとしてプロジェクト関係者から総じて高く評価されている。

しかしながら、SBI/CBIに参加する教員、並びに郡の技術的な指導者（DMT、DTSTなど）

は、LOSの適切な使用方法について研修を受けているものの、おのおのの評価項目に対する

点数の判断基準を十分に理解しておらず、高い点数をつける傾向にある。本調査団は、LOS

の適切な使用方法を徹底するために、現在進行中の使用方法に関するマニュアルづくりを

速やかに完了させて配布するとともに、郡レベル関係者を対象とした研修を通じて、LOS

の正しい使い方の技術移転に更に注力することを提言する。 

 

3）データ管理及び簡単な統計分析手法に関する技術移転 

専門家及びNIUメンバーへのインタビュー調査によると、INSETの効果測定に係るNIUメ

ンバーの統計分析能力はまだ十分には強化されていない。しかしながら、プロジェクトの

残り期間を考慮すると、NIUメンバーに対するINSETの効果測定に必要な統計分析手法の技

術移転を十分に行うことは難しい。この統計分析作業は、長期的には教育省/GESが独自で

行うことが求められるものの、短中期的にはNIUが外部委託することが妥当であると想定さ

れる。外部に委託する場合においても、NIUが分析方法について適切な指示を与え、成果品

を管理する必要がある。本調査団は、委託業務依頼に必要な基本的技術・知識（エクセル
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などを利用したデータ処理や基礎的な統計分析にかかわる知識など）については、専門家

がプロジェクト終了時までにNIUメンバーに対して技術移転を完了させることを提言する。

さらに、本調査団は、データ管理・統計分析にかかわる能力向上や統計分析のために、教

育省の関連部署（統計・調査・情報管理・広報局、計画・予算・モニタリング・評価局、

カリキュラム研究開発局など）及び大学（ケープコースト大学、教育大学など）とNIUが協

力する方策を、プロジェクトが検討することを提言する。 

 

（2）中長期（プロジェクト終了後にガーナ政府側が実施すべき事項） 

1）初中等教員の資質向上・管理政策の発表及び施行 

2012年1月に、GES評議会が承認した「初中等教員の資質向上・管理（PTPDM）政策（案）」

では、INSET全国展開プログラムの制度化が規定されている。同政策については、今後は実

施に向けた取り組みが必要であることから、2013年上半期までに教育省/GESと国家教員評

議会（National Teaching Council：NTC）が共同で、教育省の関係部署及びドナーなどの関係

組織に対して同政策を正式に発表し、施行することを提言する。加えて、NIUが同政策の実

施計画をドラフトし、ガーナ教育サービス（GES）、教師教育局（TED）及びNTCが最終案

を確定させ、その過程でGES（TED）とNTCのINSETに対する責任と権限が明確化されるこ

とが重要である。各種研修の内容については、TEDが中心となり、NTC、カリキュラム研究

開発局 、国家高等教育評議会、国家認定委員会、ガーナ教員組合、及び大卒教員組合など

関連組織の支援を得ながら、開発を進めることを提言する。 

 

2）INSET運営予算の支出に関する財務経済計画省への継続的な働きかけ 

INSET全国展開プログラムの持続性を確保するためには、必要かつ十分な予算が中央・

郡・学校レベルに適切なタイミングで拠出されることが重要であることから、INSET全国展

開プログラムに十分な予算が確保されるように、教育省/GESが財務経済計画省に適切な予

算の配賦に向けた継続的な働きかけを行うことを提言する。 

 

3）継続的なモニタリング及び郡レベル関係者への研修実施 

郡職員の離職率の高さはINSETの持続性に対する阻害要因であるため、NIUは継続的に本

プロジェクトで研修に参加したプロジェクト関係者（DICメンバー、DMT、DTSTメンバー、

CS、校長及びCL）の配置状況をモニタリングし、適宜、新しく配置された関係者に対して

研修を実施・促進するとともに、既存関係者を対象にリフレッシャー研修を実施・促進す

ることを提言する。NIUは本プロジェクトで開発されたモニタリングツールを活用してモニ

タリング活動を続けるとともに、収集した情報に基づいて関係者がINSETの運営管理と実施

に必要な十分な知識と技術を得られるよう、研修を計画・実施する必要がある。 

 

4）ソースブックの配布と改訂 

調査団が訪問した一部の学校において、ソースブックを教員が活用できるように適切に

保管できていない学校があった。INSETソースブックのモジュール3～6は各学校に2部ずつ

（校長とCL）配布されるようになっており、数に限りがあることから、郡教育事務所が学

校に対して、INSETソースブックの管理・保管状況の改善を働きかけることを提言する。ま
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た、GESは、郡や学校の増加などの必要に応じて、ソースブックを増刷、配布することが望

まれる。また、ソースブックの内容については、カリキュラムの改訂あるいはINSET実施の

行政構造の変化などを踏まえ、必要に応じて、NIUが中心となり改訂作業を行うことを提言

する。 

 

５－２ 教 訓 

（1）SBI/CBI方式の利点 

SBI/CBI方式はカスケード方式と比べると、低コストである。本プロジェクトにおいては、

予算拠出の遅延による資金難が恒常的にあったが、校長や教員が必要経費を個人的に負担し

たり、立て替えたり、また、内部調達資金などを使用するなどして、SBI/CBIを実施し、結果

として、SBI/CBIの実施率は大きく増加した。ただし、この結果は、校長や教員の高い意欲の

みに起因するものではなく、立て替えた金額がいつか払い戻されるという前提に基づいてい

る。予算拠出の遅延が続いた場合は、立て替える意欲とともにSBI/CBI自体への意欲が低下す

る可能性があることにも留意する必要がある。 

 

（2）中核的な郡レベルの関係者の特定と啓発活動の実施 

技術協力プロジェクトでは、人材配置と予算配分に関しては相手国政府側のコミットメン

トに強くよるところがあるため、プロジェクトを成功に導くには、プロジェクト活動実施を

左右するキーパーソンを特定し、プロジェクトの内容及び重要性を十分に理解してもらうこ

とが不可欠である。地方分権化政策が進められている国においては、分権後に地方でプロジ

ェクト実施に重要な行政責任と権限をもつことが想定されるキーパーソンを特定し、プロジ

ェクトデザインに同キーパーソンを対象とした活動を組み込むことが重要である。 

 

本プロジェクトにおいては、プロジェクトの開始後に、地方分権化によりINSET予算のほと

んどが中央から郡に移譲されたため、DDEがINSET実施を左右するキーパーソンとなった。そ

こで、プロジェクトはDDEを対象とした啓発ワークショップを2回開催し、その結果、郡レベ

ルのINSET関連研修の実施数は大幅に増加した。 

 

（3）既存の組織、人材及び情報源の最大限の活用 

既存の人材・組織を活用することにより、費用対効果が高くなり、技術協力プロジェクト

の持続性が高まる。相手国の政府職員を活用する場合は、給与は既に相手国政府によって賄

われていることから、雇用に伴う追加支出は必要ない。加えて、技術移転された能力は、通

常業務や他のドナーが類似プロジェクトを実施する際にも有効活用されることが期待できる。

本プロジェクトにおいては、既存の人材（郡レベルの教育行政官や教員養成大学の教員、学

校の教員）に新しい役割を与えることにより、INSET実施体制を構築したことが、円滑なプロ

ジェクト実施及びプロジェクト持続性の確保に貢献した。加えて、既存の情報源（EMIS、

ADEOP、ADPR）を活用することで、効率的かつ持続性の高いモニタリング体制を構築した。

特に、毎年データが更新されるEMISについては、INSET運営に係る項目をこの中に含めるこ

とに成功したことで、低コストかつ確実に重要なデータが入手できるようになった。 
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第６章 評価総括 
 

本プロジェクトについては、2011年2月から3月にかけて中間レビュー調査を実施し、プロジェ

クトをとりまく環境の変化を踏まえて、PDM改訂を行った。その後、本評価調査までの1年半にわ

たり、プロジェクト活動を含む各種の取り組みを進めた結果、これら取り組みが功を奏して、成

果指標の大幅な改善がみられた。これには、C/PであるNIUメンバーと専門家チームの尽力による

ところが大きい。 

ガーナの他ドナーのプロジェクトでは、外部コンサルタントが活動を実施してC/P機関は成果報

告を受ける、あるいはドナーは資金支援のみを行い、ガーナ側機関がプロジェクトを実施する形

が一般的である。そのような事例があるなかで、専門家チームはC/Pを前面に立てながら側面支援

に徹し、C/Pも自らの役割を理解して協働作業で活動を実施した。また、本プロジェクトで構築し

たINSET（SBI/CBI）モデルを柱とする「PTPDM政策（案）」の承認、「ESP 2010年～2020年」への

「PTPDM政策（案）」の取り込みなど、政策面でINSETを推進する環境が整ったこと、また、INSET

関連の統計情報が教育省のEMIS、ADPRなど既存の情報源から入手できるようになったことは、

大きな成果である。 

しかしながら、今後の課題もある。特に実際の教育現場においては、まだまだ改善すべき課題

が多い。SBIの進め方や校内での教員同士の学び合い、児童中心の授業の普及という点では一定の

効果が現れているものの、教科書の記載内容が間違っている、教員の教科知識不足で誤った内容

を教えている、参加型活動や生徒への発問が効果的でない、それに対するNIUや郡関係者の助言に

も改善の余地があるなど、教育の質の改善では取り組むべき課題が山積している。SBIの素材提供

や経験の共有、リフレッシャー研修等による郡関係者や教員の指導力向上が必要と考えられる。 

上位目標の指標のひとつである授業観察に基づく教員の指導力評価について、授業観察者の観

察能力が高まり、評価が厳しくなった傾向はあるが、過去の推移から徐々に指導力が向上してお

り、また、既に郡レベル及び学校レベル関係者に対する研修はほぼ全郡で実施されており、SBIは

それほどコストがかからず実施可能なため、今後も一定程度継続的に指導力が向上する可能性は

高いと見込まれる。しかしながら、日本の平均的教員像が3～4のレベルであることをかんがみる

と、本指標目標（3.5以上）をプロジェクト終了後3年から5年で達成することは難しいと予想され

る。本指標については、先方政府側と現実的な達成レベルについて協議することが望まれる。 

上述したとおり、政策や制度構築の面では一定の進展がみられるため、今後は本プロジェクト

の取り組みが現場にしっかり根付くことが重要であり、教育現場での着実な実践とその評価及び

リフレクション、更なる改良や改善が教育の質の向上につながっていくものと考える。本プロジ

ェクトの成果を基に、NIUをはじめとするGES、郡、学校関係者の熱意と情熱に期待したい。 
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